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令和 2 年度環境ビジネスの振興方策検討等委託業務 

 

はじめに 

 

第五次環境基本計画では、「持続可能な社会の実現」が目標として掲げられており、このために

は「環境・経済・社会の統合的向上」が必要とされている。環境産業は、環境保全とともに、我が

国の経済成長にも資するものであり、持続可能な社会の実現に重要な役割を果たしている。近年

では、再生可能エネルギー市場を始めとして、環境産業の市場規模は成長しており、今後も我が

国の経済成長を牽引する有望なビジネス分野として注目されている。持続可能な社会を実現して

いくためにも、政府として、環境産業を振興していくことが重要であるが、環境産業は１次産業

から３次産業（＋６次産業）まで幅広い分野・形態であるため、環境産業の振興方策等の検討の

ためには、産業全体の動向（マクロ動向）と個別の産業分野・企業の動向（ミクロ動向）の両方を

把握していくことが必要である。 

 

本業務は、環境ビジネスをミクロ的視点から捉えることを目的として、全国の環境ビジネスを

実施する企業の先進的・先導的な事例を把握・分析し、環境ビジネスの現状及び展望の分析等を

行うことにより、その成果を国等の環境政策の企画・立案や企業の実務・経営判断に活用できる

ようにするものである。 

 

本年度は、「地域循環共生圏」に着目し、（１）対象事業者等の選定及びヒアリングの実施、（２）

環境ビジネスの現状及び今後の展望に関する分析、（３）環境ビジネス創出のための手引き作成、

（４）企業とのワークショップの実施、（５）「成長エンジン研究会」の設置・運営、（６）環境ビ

ジネスの振興方策の検討、（７）成果の発信・発表、及び（８）これらに関する附帯業務を行った。 

 

本検討の成果が、環境ビジネス（地域循環共生圏形成に向けた取り組み）を実施・企画してい

る、あるいはそれらを支援しようとしている企業・NPO やこれを支援する政府・自治体などに有

効に活用され、その振興につながることを期待する。  



 

 

 

Examination of Environmental Business Promotion Measures Made on a Commission Basis in Fiscal 2019 

 

Introduction 

 

In the Fifth Environmental Basic Plan, the goal is to realize a sustainable society, and for this purpose, 

"integrated improvement of the environment, economy and society" is required. The environmental industry 

contributes not only to environmental protection, but also to the economic growth of Japan, and plays an 

important role in realizing a sustainable society. In recent years, the market size of the environmental industry, 

including the renewable energy market, has been growing, and it is attracting attention as a promising 

business field that will drive Japan's economic growth in the future. In order to realize a sustainable society, 

it is important for the government to promote the environmental industry. However, the environmental 

industry is a wide range of fields and forms from primary to tertiary (+ 6th) industries, Therefore, it is 

necessary to understand both the trends of the entire industry (macro trends) and the trends of individual 

industrial fields and companies (micro trends) in order to consider measures to promote the environmental 

industry. 

 

This project is undertaken to study and analyze the advanced and leading cases of companies that conduct 

environmental business nationwide and analyze the current status and prospects of environmental business 

from a micro perspective. In this way, the results can be used for planning and drafting environmental policies 

of the national government, etc., and for business and management decisions of companies. 

 

In this year, focusing on the "Circulating and Ecological Economy", (1) Selection and interviews to 

companies, (2) Survey and analysis on the current status and future prospects and ideals of environmental 

business (initiatives for forming the Circulating and Ecological Economy), (3) Writing a guide for creating 

environmental business, (4) Conducting workshops with companies, (5) Establishment and operation of 

"Study Group for Sustainable Growth Engines", (6) Examination of promotion measures and (7) Preparation 

of reports, and (8) Ancillary business regarding achievements. 

 

The results of this study is envisaged to be used as reference for for companies, NPOs, and governments 

and municipalities that support or plan environmental businesses (initiatives to create the Circulating and 

Ecological Economy) or plan to support them and its promotion. 
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第１章 業務の目的と概要 

 

 地域循環共生圏とは 

 

2018 年 4 月に閣議決定した第五次環境基本計画では、国連「持続可能な開発目標」（SDGs）や

「パリ協定」といった世界を巻き込む国際な潮流や複雑化する環境・経済・社会の課題を踏まえ、

複数の課題の統合的な解決という SDGs の考え方も活用した「地域循環共生圏」を提唱している。 

「地域循環共生圏」とは、各地域が美しい自然景観等の地域資源を最大限活用しながら自立・分

散型の社会を形成しつつ、地域の特性に応じて資源を補完し支え合うことにより、環境・経済・

社会が統合的に循環し、地域の活力が最大限に発揮されることを目指す考え方であり、地域での

SDGs の実践（ローカル SDGs）を目指すものです。 

「つなげよう、支えよう 森里川海」プロジェクトでも、地域の自然環境の保全や再生を進め、

そこから得られる恵みを上手に活用することで、地域の社会や経済にも貢献していこうという「地

域循環共生圏」の考え方の普及を図っている。人口減少時代に入り、高齢化や過疎化が進む地方

ですが、一方で自然の恵みの宝庫です。その恵みを環境に配慮された持続可能な形で、エネルギ

ー・食糧・観光資源として活用できれば地方を元気にすることができる。また、地方は都市に依

存していると思われがちだが、実は、都市が地方に依存している。地方の自然の恵みが生み出す

多くのエネルギー・水・食糧、そして人材も地方から都市にもたらされている。都市と地方のそ

ういったつながりの大切さに目を向け、都市と地方がお互いに支え合う関係を強固にすることで、

複合化する環境・経済・社会の諸問題を同時に解決することができる。 

 

 

図 1 地域循環共生圏とは 出所）環境省 
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地域循環共生圏とは、地域の資源、自分たちの目の前にあるものの可能性をもう一度考え直し、

その資源を有効活用しながら環境・経済・社会をよくしよう、資源を融通し合うネットワークを

つくっていこうというものだ。その視点は、エネルギー、交通・移動システム、災害に強いまち

づくり、衣食住の日々の生活者としてのライフスタイル等がある。環境省は、それらすべてを落

とし込んだ「地域循環共生圏（日本発の脱炭素化・SDGs 構想）」を提示しており、重要な 5 つの

柱として以下を提示している。それぞれの柱に含まれる要素は次頁において提示する。 

① 自律分散型の「エネルギー」システム 

② 「災害」に強いまち 

③ 人に優しく魅力ある「交通・移動」システム 

④ 健康で自然とのつながりを感じる「ライフスタイル」 

⑤ 多様なビジネスの創出 

 

環境省は、「地域循環共生圏」の創造による持続可能な地域づくりを通じて、環境で地方を元気

にするとともに、持続可能な循環共生型の社会を構築してゆく。また、この実現に向けて、関係

省庁と連携しながら取り組んでゆく。 
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図 2 地域循環共生圏（日本発の脱炭素・SDGs 構想） 出所：環境省 
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 業務の概要 

 

本業務では、以下の活動を実施した。 

 

１．取り組みの現状及び将来の見通し・あるべき姿に関する調査・分析 

地域循環共生圏形成に向けた取り組みの動向を、文献調査や有識者へのヒアリングを通し

て把握、分析を行った。 

 

２．調査企業等の選定及びヒアリング 

地域循環共生圏の実現に向けた取り組みを実践している企業 25 件をリストアップしたう

えで、どういった地域課題を認識して取り組みを開始したか、どのようにして事業立上・市

場参入に成功したのか、国や自治体に求める支援策は何かといった点にについてヒアリング

を実施した。また、ドイツにおけるシュタットベルゲ 4 件をリストアップし、その事業・収

支の構造や人材育成方法についてヒアリングを実施した。 

 

（３）環境ビジネス創出のための手引き作成 

新たに環境ビジネスを始めようとする事業者等が参考にできるような手引き（以下、手引

き）を作成した。 

 

（４）企業とのワークショップの実施 

地域循環共生圏の概念やその効果等について企業に普及することを目的とし、ワークショ

ップ（収容人数 50 人程度（１回につき）、４回、Web 会議形式）を開催した。 

 

（５）「成長エンジン研究会」の設置・運営 

調査対象企業の選定や調査内容の分析、取りまとめの方法等について必要な助言と検討を

行うために、経営、金融、技術等の学識経験者や企業関係者等で構成される「持続可能な成

長エンジン研究会」を設置した。 

 

（６）環境ビジネスの振興方策の検討 

調査対象企業のヒアリング及び研究会の議論を踏まえて、国や地方自治体に求められる地

域循環共生圏形成のための振興方策について検討を行った。 
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（７）成果の発信・発表 

本業務の成果が、政府だけでなく地方自治体や企業等に有効に活用されるよう、以下３点

を実施した。 

① 報告書及び報告書の要約版の作成 

② 環境省の「地域循環共生圏」に関するウェブサイト（環境省ローカルＳＤＧｓ～地域循

環共生圏づくりプラットフォーム～、以下ウェブサイト）内での発信 

③ シンポジウムの開催 

 

（８）上記に関する附帯業務 

貴省担当者や委員との打ち合わせ、等を実施した。 
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 検討結果概要 

 

地域循環共生圏の実現に向けた取り組みを実践している企業へのヒアリング等をもとに、「地域

課題」と「地域循環共生圏を構成する要素（システム）」を取り纏めた。その全体像は以下のとお

りである。 

 

図 3 地域課題と地域循環共生圏を構成する要素 

 

分析対象の取り組みから、地域循環共生圏の実現に貢献するビジネスモデルを類型化し、「6 つ

の型」として取り纏めた。 

 

図 4 6 つの型 

地域課題（問題） 目指す姿 ソリューション

視
点
①

地
域
資
源

視
点
②

基
盤
サ
ー
ビ
ス

活用されない地域資源
• エネルギー源を化石燃料に依存、

大量のCO2を排出する
• 資源を活用できず遊休資源となっている
• 廃プラスチック・廃食品が多く発生・廃棄さ

れている

地域資源有効利用/循環
• 廃棄物・未活用資源に新たな価値を

創出、資源として有効活用される
• 地域の再生可能エネルギー活用

希薄化する地域コミュニティ
• 地域内のコミュニケーションが少ない
• 都市-農村間の交流人口が少なく、相互

理解が低い

地域内・地域間の
活発な交流
• 地域内・地域間における交流人口拡大、

コミュニケーション活性化

自然環境・景観への悪影響
• 農薬・化学肥料の使用が生態系へ影響

を与えている
• 自動車排ガスが発生している

自然との共生
• 自然資源・生態系が保全される
• 地域独自の歴史・文化が継承される

不十分な災害への備え
• 温暖化や猛暑、大型台風など災害の被

害が深刻化
• 災害時のインフラ供給

防災・減災・災害時機能維持
• 耐震性の向上や水害の緩和

• 非常用電源の確保
• 作業員の安全性担保

人材・資金・産業の流出・衰退
• 地域や企業の担い手がいない
• 事業者の所得が少ない/安定しない
• 地元資本を活用できておらず、外部資本

に頼っている

活気ある地域づくり
• 地域人口の増加
• 域内資金循環、雇用の創出
• 生産性向上・事業領域の拡大・ブランド

力向上等による事業者所得向上

蓄電池利用非常用電源
非常用リユース蓄電池、太陽光発電＋蓄電池LED電灯、EV充電器非常用電源利用 等

グリーンツーリズム
規格外農産物のビュッフェレストラン、農園レストラン・ショップ、古民家宿泊施設 等

インフラ遠隔監視制御
水門・陸閘開閉遠隔監視制御 等

環境配慮型金融・地域通貨
地域通貨アプリ、社会的投資、地方創生ファンド 等

地域資源を用いた高付加価値商品
廃棄物を再資源化した日用品、規格外野菜を活用した加工品、地域農林水産物由来の化粧品 等

マッチングサービス
地域商社・アンテナショップ、生産者・都市レストラン流通プラットフォーム、自治体-企業マッチング 等

無人オ化・最適化
自動運転、ドローンによる無人輸送、配車自働化・ルート最適化、デマンド交通、耕作放棄地発見 等

需給のバンドル化
カーシェア・ライドシェア、共同輸送 等

サービスのマルチタスク化・可動産化
貨客混載、移動販売・診療、小さな拠点 等

地域内交流の場・機会提供
地域住民のコミュニティスペース、賑わいの場づくり、見守りサービス 等

地域資源による域内エネルギー供給
廃食油のVDF化、木質チップによるバイオマス発電、太陽光・小水力・バイオマス地域電力 等

地域電力を活かした電動モビリティ
EVバス、グリーンスローモビリティ、電動自転車、LRT 等

不便な/衰退する生活交通
• 公共交通の乗継が悪く、タクシー事業者

が廃業するなど、移動手段が不足している
• 高齢者・自家用車非保有者の移動手段

不足が深刻化

便利・快適で
持続可能な生活交通
• ドアtoドアでの移動手段、二次交通の

十分な確保、各種生活サービスとの連携

地域内未活用資源によるグリーンインフラ
木材加工端材を利用した土壌改良材、排水汚泥を活用した保水性ブロック、緑化システム 等

都市から
地域への
資金流入
・交流促進

サービス維持
のための
最適化
・効率化

地域内の
資金循環
・交流促進

地域資源
を用いた
インフラ供給

循環型農林水産業
たい肥を活かした循環型農業、耕作放棄地を活用した畜産業、地域資源を融通する水産業 等
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地域循環共生圏の実現に資する事業を前進させている主体には、幾つかの共通する要因が見ら

れた。 

 

図 5 成功要因（特に地域循環共生圏ビジネスにおいて有効なもの） 

 

地域循環共生圏の実現に向けて、新しい商品・サービスの開発に取り組む事業主体は、様々な

課題に直面する。既にその一部を乗り越えた主体も存在するが、そうした主体でも、現在も事業

化に向けた複数の阻害要因に直面している。また、今後多くの地域で循環共生圏が形成される過

程でも、多くの主体が同様の阻害要因に直面する。事業主体が直面する代表的な阻害要因を取り

纏めるとともに、阻害要因克服にあたって想定される政府による支援策について検討した。 

 

図 6 阻害要因・支援策 

2. 事業モデル

3. 事業戦略

4. 資金調達

5. 人材

1. 課題・機会

モノや自然だけでなくヒトの地域資源を活用、
地域内外両方の視点で、多様な主体の意見を収集
「繋がり」や「歴史」など目に見えづらい資源も組み合わせて価値を転換、
職種や立場を超えて、定期的に「よそ者視点」を取り入れる場をつくる。

ビジネスの要素 概要

実現したいことや対象地域（どこまで広げるか）を踏まえ、
6つのビジネスの型から選定する
対象地域に見合った事業の内容や規模を設定。
資源の流れだけでなく、資金の流れも意識して事業モデルを検討する。

地域資源価値の最大化・実施体制の高効率化に向け、
事業段階に合わせた「仲間づくり」を実施する
「ストーリー付与」「定量・定価・まとめ売り」「一物他役」といった工夫で
価値を最大化、地域や協力者と共存共栄できる仕組みで共創を目指す。

単に得られる資金の額や手間だけでなく、
資金以外で得られるものも踏まえて調達方法を選択
「出資」をとおした住民や金融機関との関係構築や、各種助成制度・
ビジネスコンテスト出場による社会的信用向上といったメリットにも着目する。

採用時に自社ビジョンや価値観との整合性を判断、
各人のノウハウを引き出し事業規模に応じてリーダーを育成
良い面だけでなく「地域の現実」も伝え、面接者の本気度を判断。
代表1人が把握できる範囲には限度があるので、リーダーを通じて
現場を把握し、現場社員が前に出る場作り等の工夫で主体性を刺激する。

例①-1 WATALIS

地域の女性に受け継がれていた裁縫
技術を活かし、返礼と再生の文化を
現代に合わせた形で商品化

例①-2 みんなの奥永源時

紫草を地域住民の協力で栽培、これを
原料とした化粧品を開発、歴史も含む
地域の魅力と組み合わせて発信

例②-1 大宮産業

同じヒトやモノが複数の役割を果たす
ことで、小規模な集落においても生活
機能とその収益性を維持

例②-2 宇都宮市

一定の売上・利益を確保しやすい売電
で収益基盤を確立し、その収益で他事
業の投資を確保・赤字分を補填

例③-1 小川町

都市消費者への定期便「TEIKEI」によ
り、固定買取りの賛同者を募り、生産者
と消費者が支え合う仕組みを創出

例③-2 うなぎの寝床

独自に確立した型紙を同業者にも販
売、技術をオープンにすることで業界
全体の拡大に取り組む

例④-1 ファーメンステーション

商品のストーリーを顧客へ伝えるプロ
モーションの手段として、クラウドファン
ディングを活用

例④-2 タベモノガタリ

ビジコンの一次審査通過後メンターが
つき、事業計画のブラッシュアップにつ
いてサポートを獲得

例⑤-2 アイル

核となる社員数名に自身の姿勢やビ
ジョンを伝えて育成、その社員を軸に
チームを組成し社員とやり取り

例⑤-1 フィッシャーマン・ジャパン

取材は持ち回りで対応して、多くの社員
が前面に出るようにする。採用時は漁船
に載せて想いを測る

項目 大文類 小分類

(1) 
商品・
サービス

(1-1) 
業法が新サービスに未対応

(a) 禁止されている事項が多い

(b) ルール・ガイドラインが未整備

(1-2) 
事業を手掛けることに
対する障壁が高い

(a) 複数事業に跨る事業認可を得るためのハードルが高い

(b) 個人が「サービス提供者」になることのハードルが高い

(c) 資源利用のための認証条件が厳しい

(1-3) 
行政対応の負荷が大きい

(a) 個別自治体対応の負荷が大きい

(b) 省庁別対応の負荷が大きい

(2)
体制構築

(2-1) 長期的に目指す姿が明確になっていない・思惑が合致しない

(2-2) 思惑が合致しない

(2-3) 旗振り役がいない

(3) 
パートナー
・顧客
獲得

(3-1) 
知名度・認知度不足

(a) 情報発信の場が無い

(b) 新しい商品・サービスに対する認知が足りない

(3-2) 
信頼されない

(a) 新しい企業が信頼されない

(b) 新しい商品・サービスに対する不安がある

(4)
資金
調達

(4-1)  
リスクマネーを調達できない

(a) 地域のため/環境のための価値が認識されない

(b) 担保の要求に応えられない

(4-2)
調達に関する規制がある

(a) 株主に関する規制がある

(b) 調達手順に関する規制がある

(4-3) 
行政資金を活用しにくい

(a) マルチタスクの用途に使えない

(b) 補助・入札制度が既存品有利

(c) 補助金情報を取得しにくい

(d) 支払いのタイミングが遅い

(5) 
人材
獲得

(5-1) 体力が無いので専門家を抱えられない

(5-2) 人材獲得が難しい

(5-3) 共有・継承のための活動に手が回らない

大項目 小項目

(1) 
規制・制度
改革

(1-1) 規制緩和

(1-2) 認可取得の条件緩和と運営支援体制構築

(1-3) 自治体個別対応の要件緩和・プロセスDX

(1-4) 財源用途に関する条件緩和

(2) 
ルール・ガイドライン整備

(2-1) ルール整備を速やかに行うための体制整備

(2-2) 個人情報/本人確認等に関するルール整備

(3)
情報共有の仕組構築

(3-1) 地域循環共生圏を実現するための情報提供

(3-2) プラットフォーム構築と情報蓄積・共有

(4) 
啓蒙活動

(4-1) 地域循環の価値啓蒙・お墨付き

(4-2) 環境配慮型金融・CSVの啓蒙

(4-3) リテラシー教育

(5) 
政府による
需要創出

(5-1) 買い支え

(5-2) 需要家・地域パートナー向け補助金交付

(5-3) 情報発信支援・マッチング・アウォード開催

(5-4) 診断・評価制度の構築

(6)
リスクマネー供給

(6-1) 開発・投資補助金交付

(6-2) 利子補給・信用保証

(7) 
政府調達・補助金にお
ける配慮

(7-1) 地域・環境貢献を加点する調達制度確立

(7-2) 新しい商品・サービスを想定した支給対象設定

(7-3) 事前協議＆情報一覧

(7-4) 支払いタイミング配慮

(8) 
組織活動
支援

(8-1) 専門人材派遣

(8-2) 人材マッチング/紹介

(8-3) 相談窓口運営

(8-4) 地域運営組織・人材向け補助金交付

(8-5) 先進的な取り組みの形式知化と共有

(8-6) 若年層向け気づきの場の創出

阻害要因 支援策
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 こうした分析結果をふまえ、地域循環共生圏及びそれに貢献するビジネスが目指す姿は以下の

ようなものであると考えられる。従来の社会では「環境」「経済」「社会」に対して負荷や歪みが

発生してしまう恐れがある。そうした現状に対して、様々な主体が取り組む新しい事業を通して、

地域循環共生圏が形成されてこうした問題を克服、持続可能な社会を実現することが期待される。 

 

図 7 ローカル SDGｓ「地域循環共生圏」ビジネスのあり方 

  

長期的な価値を最大化する志向
（例：小川町、太陽住建、NOTE、INDETAIL、土居真珠、フィッシャーマン・ジャパン 等）

• 顧客やパートナーと安定した関係を構築することを重視
• 定期購入やアセット保有、オーナー制度などをとおし長期的に継続して

サービスを提供、最適な維持管理などにより価値を最大化
• 人材育成や文化継承についても、世代交代など長期的な目線を意識

従来の社会 地域循環共生圏の目指す社会 “持続可能な社会”

短期的な利益を最大化する志向

• 四半期毎の価値を最大化することを重視
• 商品/サービスを売り切りで提供

作り手の効率を最大化する商品・サービス

画一的な商品・サービス

• 同規格・同品質の商品を大量生産することでコストを低減

供給されるものの中から使い手が選択

• 企業が供給する製品・サービスを企画・決定、
使い手側はその範囲の中で選択

事業の選択と集中

• 単一の事業や機能に特化し、優位性を確保

使い手の価値を最大化する商品・サービス

パーソナライズ・カスタマイズ化して地域課題を解決する商品・サービス
（例：MONET Technologies、未来シェア 等）

• ニーズにあわせてサービス内容をカスタマイズ、コスト低減は他地域横展開で実現

需要起点の生産・供給
（例：小川町、プラネット・テーブル、ヒダクマ 等）

• 需要が確定した後に供給開始、必要な時に必要なだけ提供

多機能/多用途/合わせ技
（例：邑南町、大宮産業、宇都宮市、とくし丸 等）

• 最小限の体制で複数の事業/機能を担うことで効率化
• 複数の事業によるシナジーを発揮することで、価値を増幅・収益性を維持

競争する関係

高密度で集積した資源を奪い合う
• 高密度で集積した使いやすい資源を奪い合い、勝者がそれを利用する

他社と競う
• 特定のパートナーとは連携しながらも、他者と競うことで能力を磨く

固定的な提供体制
• 設備や従業員を固定的に配置、その能力を向上させて他社と競う

共創する関係
分散する資源をまとめ、価値を発揮
（例：グラノ24K、NOTE、四万十ドラマ、ファーマーズ・フォレスト、manordaいわて等）

• 分散する資源を纏めてサービスとして提供、相乗効果を生み出し新たな価値を発揮

多様な立場/地域の主体と連携し、全体で利益を得る
（例：太陽住建、パルセイユ、でんき宇奈月、MWS日高 等）

• 異業種間/産官学間/競争相手/ユーザー・サプライヤ間の連携

必要に応じて変化する提供体制
（例：グラノ24K、ヒダクマ、とくし丸 等）

• 需要に応じて供給体制を構築、仕事に応じて適材適所に設備や従業員を配置

消費者

環境
• 資源の大量消費/廃棄
• 汚染/CO2大量発生

経済
• 効率悪い地方の切捨て
• 富の海外/域外流出

社会
• 格差拡大
• 地方の生活基盤衰退
• 繋がり希薄化

環境
• 資源の有効利用
• 汚染/CO2発生抑制

経済
• 資金の地域内循環
• 地方の担い手維持

社会
• 幅広い層の価値享受
• 地方の生活基盤維持
• 繋がり醸成/活性化

取り組み開始

ユーザー
利用開始

提供者

作り手が使い手に合わせる

消費者 消費者 消費者

提供者

使い手が作り手に合わせる
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第２章 地域循環共生圏形成に向けた取り組み 

 

 検討の視点 

 

本検討では、「1. 課題・機会」、「2. 事業モデル」、「3. 事業戦略」、「4. 資金調達」、「5. 人材」の

5 つの視点で先進事例の分析を行った。 

 

 

図 8 検討の視点 

 

「ローカルＳＤＧｓ（地域循環共生圏）ビジネス」とは、『環境を含むそれぞれの地域課題を解決

し、自立分散型の社会づくりにつながる事業※』と定義し、加えて実態に応じて以下①または②

（①②両方も可）が満たされていることを条件とする。 

① 地域資源を活用し、地域内で資金、エネルギーや食などが循環している、 

または地域内へ資金が流入する仕組みが構築されている 

② 地域間で補完し支え合いの関係が構築できている 

 

※「事業」とは、収益化を目指すビジネスだけでなく、非収益ビジネスも含むものとする。 

※事業立ち上げのきっかけが、「地域課題」ではなく「企業課題（新収益源確立やコスト削減など）」

の解決であるものを含む 

  

2. 事業モデル

3. 事業戦略

4. 資金調達

✓ 事業の実施に必要な人材を確保するために、人材採用の方法や採用の視点例について紹介する

✓ 採用した人材の育成やビジョンの共有に関する手法や工夫例について紹介する
5. 人材

✓ 主な資金調達方法について、比較する際の視点について紹介する
✓ 関係者へのアプローチ・交渉など、資金調達にあたり必要なアクションや留意すべき点を紹介する

✓ 現状の地域/企業課題や地域資源の把握・発掘するために、着目すべき視点について紹介する
✓ 現状の地域/企業課題や地域資源を把握・発掘するために、効果的なアクションを紹介する

✓ 事業モデルの優位性・持続可能性を実現するための工夫例を紹介する

✓ 上記の課題・機会を捉えたうえで立ち上げることができる地域循環共生圏ビジネスのうち、
典型的なものを、ビジネスの「型」として紹介する。

✓ ①顧客、②商品・サービス、③提供体制・パートナーについて紹介する

✓ 特に③提供体制・パートナーについては、見つけ方・巻き込み方の工夫についても紹介する

1. 課題・機会

検討の視点 概要
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具体的には、先進事例について、以下のような項目についてヒアリングを実施し、その結果を

とりまとめた。 

 

表 1 主なヒアリング項目 

 

  

項目 ヒアリング要点

【１】

課題・機会

背景
• 事業化を目指したきっかけは？

• 検討のアプローチは？（地域課題起点か、もしくはビジョン・ビジネス視点から、どのよなアプローチで構想⇒計画づくりに進んだか？）

地域課題・資源
• どのような地域課題に着目した？どうやって地域課題を認識した？その地域課題に着目した理由は？

• どのような地域資源を活用した？どうやって地域資源の価値を発見/認識した？その地域資源に着目した理由は？

【２】

事業モデル

事業の経緯

・目指す姿

• 事業化に向けてどういった段階を踏んだ？どういった変曲点があった？それをどう乗り越えた？

• なにを実現したい？今後の展望は？

顧客/商品・サービス
• 誰をターゲットとした？誰のニーズに応えた？

• どのようなニーズに応える商品・サービスを提供している？その価値は？特徴は？

• イノベーティブな点は？

提供体制／パートナー
• どういった事業体で事業を行っている？そうした形態を選定した理由は？どうやってそれを合意形成した？

• 中核になっているのはどういったプレイヤ？

• どのようなパートナーと連携している？役割分担は？どうやって発見した？どのように巻き込んだ？

【３】

事業戦略

事業モデルの

優位性・持続性を

担保する方策

• 様々な事業の中で、なにを収益源にする？

• 既存ビジネスや競合との差別化ポイントは？より高い付加価値の商品・サービスとする工夫は？より効率的なオペレーションを実施するた

めの工夫は？

• 取り組みを持続可能なものにするために何を実施している？

• 地域に収益を落とす工夫は？（収入、コスト、利益、投資回収はどのような資金循環になっているか？）

【４】

資金調達

手段／選定の視点 • どうやって／どこから資金調達した？その手段を選んだ理由は？各資金調達手段を比較した視点は何か？

工夫やポイント • 調達成功のために施した工夫は？調達前に実施した準備は？

【５】

人材

手段／選定の視点
• どのような人材が必要？どういった人材・立場・職種の人がキーマンであった？

• どうやって採用した？（面接方法は？）採用の際の視点は？どのように人材配置した？人材育成はどんな機会・仕組み作りをしてる？

• ノウハウ蓄積や継承の仕組みは？どうやってVision/Purposeを関係者へ浸透させる？

工夫やポイント • 採用や育成の際に意識した点は？関係者のコミュニケーション促進の工夫は？

その他

情報
• どうやって必要な情報を得た？どのような情報が必要？

• 活用価値のある外部情報源および社外機能は？

阻害要因・

支援策

• 事業を進めるうえで、何がボトルネックとなった？どのような点に最も苦労した？

• 地域資源（ヒト・カネなど）をできるだけ多く活用・循環させるにあたって、障壁となるものは何か？

• 克服のために必要だと考えられる支援策は？逆に、有効であった支援策はあるか？国や自治体からはどのような支援があると良い？
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 地域課題と導入されるソリューション 

 

様々な地域が問題として認識していること、目指す姿、それを実現するために導入するソリュ

ーションを、後述する取り組み事例の分析結果をもとに、『全体像』としてとりまとめた。 

 

 

図 9 地域循環共生圏における地域課題・目指す姿・ソリューション 

 

  

地域課題（問題） 目指す姿 ソリューション

視
点
①

地
域
資
源

視
点
②

基
盤
サ
ー
ビ
ス

活用されない地域資源
• エネルギー源を化石燃料に依存、

大量のCO2を排出する
• 資源を活用できず遊休資源となっている
• 廃プラスチック・廃食品が多く発生・廃棄さ

れている

地域資源有効利用/循環
• 廃棄物・未活用資源に新たな価値を

創出、資源として有効活用される
• 地域の再生可能エネルギー活用

希薄化する地域コミュニティ
• 地域内のコミュニケーションが少ない
• 都市-農村間の交流人口が少なく、相互

理解が低い

地域内・地域間の
活発な交流
• 地域内・地域間における交流人口拡大、

コミュニケーション活性化

自然環境・景観への悪影響
• 農薬・化学肥料の使用が生態系へ影響

を与えている
• 自動車排ガスが発生している

自然との共生
• 自然資源・生態系が保全される
• 地域独自の歴史・文化が継承される

不十分な災害への備え
• 温暖化や猛暑、大型台風など災害の被

害が深刻化
• 災害時のインフラ供給

防災・減災・災害時機能維持
• 耐震性の向上や水害の緩和

• 非常用電源の確保
• 作業員の安全性担保

人材・資金・産業の流出・衰退
• 地域や企業の担い手がいない
• 事業者の所得が少ない/安定しない
• 地元資本を活用できておらず、外部資本

に頼っている

活気ある地域づくり
• 地域人口の増加
• 域内資金循環、雇用の創出
• 生産性向上・事業領域の拡大・ブランド

力向上等による事業者所得向上

蓄電池利用非常用電源
非常用リユース蓄電池、太陽光発電＋蓄電池LED電灯、EV充電器非常用電源利用 等

グリーンツーリズム
規格外農産物のビュッフェレストラン、農園レストラン・ショップ、古民家宿泊施設 等

インフラ遠隔監視制御
水門・陸閘開閉遠隔監視制御 等

環境配慮型金融・地域通貨
地域通貨アプリ、社会的投資、地方創生ファンド 等

地域資源を用いた高付加価値商品
廃棄物を再資源化した日用品、規格外野菜を活用した加工品、地域農林水産物由来の化粧品 等

マッチングサービス
地域商社・アンテナショップ、生産者・都市レストラン流通プラットフォーム、自治体-企業マッチング 等

無人オ化・最適化
自動運転、ドローンによる無人輸送、配車自働化・ルート最適化、デマンド交通、耕作放棄地発見 等

需給のバンドル化
カーシェア・ライドシェア、共同輸送 等

サービスのマルチタスク化・可動産化
貨客混載、移動販売・診療、小さな拠点 等

地域内交流の場・機会提供
地域住民のコミュニティスペース、賑わいの場づくり、見守りサービス 等

地域資源による域内エネルギー供給
廃食油のVDF化、木質チップによるバイオマス発電、太陽光・小水力・バイオマス地域電力 等

地域電力を活かした電動モビリティ
EVバス、グリーンスローモビリティ、電動自転車、LRT 等

不便な/衰退する生活交通
• 公共交通の乗継が悪く、タクシー事業者

が廃業するなど、移動手段が不足している
• 高齢者・自家用車非保有者の移動手段

不足が深刻化

便利・快適で
持続可能な生活交通
• ドアtoドアでの移動手段、二次交通の

十分な確保、各種生活サービスとの連携

地域内未活用資源によるグリーンインフラ
木材加工端材を利用した土壌改良材、排水汚泥を活用した保水性ブロック、緑化システム 等

都市から
地域への
資金流入
・交流促進

サービス維持
のための
最適化
・効率化

地域内の
資金循環
・交流促進

地域資源
を用いた
インフラ供給

循環型農林水産業
たい肥を活かした循環型農業、耕作放棄地を活用した畜産業、地域資源を融通する水産業 等
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第３章 取り組み事例 

 

 調査対象企業 

 

以下のような取り組みを通して、地域循環共生圏の創造に貢献している、あるいはしようとし

ている事例約 70 件をリストアップした。 

 

⚫ 「地域課題・ニーズ」や「地域資源」に着眼し、地域を資源を活用した事業を、多様

な関係者と連携して実施しているイノベイティブな取り組み 

 

⚫ 地域資源、技術、人材等の活用により、環境負荷を削減するとともに、地域の資金の

域外流出を食い止め、地域内経済循環の拡大に貢献している取り組み。 

 

 

なかでも、以下の視点で 25 件を選定し、当事者へのヒアリング等をとおした分析を実施した。 

 

⚫ ①地域資源活用、②資金循環、③環境含む地域課題の解決、を実践している事例を選

定する。 

 

⚫ 解決に取り組んでいる地域課題の種類は多様なものからバランスよく選定する。 

 

⚫ 対象は、前述のビジネスの型のうち(A)(B)(C)を中心に選定する。ただし、(D)(E)(F)か

らも数件選定する。 

 

⚫ 出自は、（１）地域伝統企業、（２）スタートアップ、からバランス良く選定する。 

 



 

 

 

1
3
 

 調査対象企業の一覧 
 

調査対象企業の概要は以下のとおり。また、下表の国内分析対象 25 件に加え、ドイツ・シュタットベルケの事例 4 件を後段で紹介する。 

 

表 2 調査対象企業及び提供する商品・サービスの概要（※企業名は略称） 

No 企業名 取り組み概要 
本社所在地 

＆活動フィールド 
設立年 

1 ㈱豊かな丘 
「小さな拠点」としても認定されている道の駅「南信州とよおかマルシェ」を運営、 

地域資源を活用した食材・料理を地域内外住民向けに提供する 
長野県 2017 

2 ㈳ふるさと屋 
地域資源を活用して「収益事業」を実施、そこで得た資金で、 

地域住民の生活基盤を支える「農村福祉事業」を提供することを目指す 
三重県 2016 

3 ㈱三河の山里コミュニティパワー 
自治体・電力会社と連携しながら電力小売事業で収益を獲得、 

それを地域の高齢者のための「移動支援」「健康見守り」などのサービスに利用する 
愛知県 2019 

4 ㈱アイル 
これまで無かった「規格外野菜を原料とした機能性シート食材」を独自開発、 

地方の雇用創出・活性化にも貢献し、環境・地域・人に優しい三方良しの事業を実現する 
長崎県 2006 

5 ㈱うなぎの寝床 
全国各地の地域資源を活かした商品を、文化の価値を追加して 

全国の消費者に届ける「地域文化商社」事業を実施 
福岡県 2015 

6 ㈱四万十ドラマ 
地域資源・文化の価値を見直し、自然環境に負荷をかけないものづくりを実践。 

雇用創出と販路拡大を実現して、地方経済を振興する 
高知県 1994 

7 ㈱タナックス 
県産大麦の生産において廃棄されていた”茎”を活用し、100％天然由来の「大麦ストロー」を 

製品化。地元生産者と連携し、地産地消の推進や地元福井県の地域振興を目指す 
福井県 1950 

8 ㈲土居真珠 
先々代が始めた真珠養殖を受け継ぎ、真珠を基軸とした体験プログラムや 

化粧品などの新しい商品・サービスで、地域に人を呼び込む仕組みを作る 
愛媛県 n.a. 

9 ㈱みんなの奥永源寺 
紫草を活用した化粧品を皮切りに、奥永源地域の様々な地域資源を活用した 

商品・サービスを企画、世の中に発信する 
滋賀県 2017 

10 ㈱飛騨の森でクマは踊る 
活用が難しいとされていた広葉樹を「個性」と捉え、クリエイティブな資源として新たな価値を 

創造。地域内外の人が参画し、地域経済が循環する仕組みの確立を目指す 
岐阜県 2015 

11 ㈱ファーマーズ・フォレスト 
あらゆる地域課題解決の糸口を紡ぐプロフェッショナルグループとして、地域と協働、 

「ものづくり」「ひとづくり」「まちづくり」に挑戦して、ローカルブランドの発信に取り組む 
栃木県 2007 

12 ㈱ファーメンステーション 
休耕田を活用し栽培された有機米から、エタノールを製造する地域循環事業を展開。 

独自の発酵技術で未利用資源から価値を引き出し、循環型社会を構築・拡大する 

岩手県 

（本社：東京） 
2009 

13 ㈳フィッシャーマン・ジャパン 
若手漁師が発端となり、「カッコいい、稼げる、革新的」という “新 3K” を理念に掲げ、 

地域や職種を超えたタッグで魅力を発信、持続可能な水産業の実現を目指す 
宮城県 2014 
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No 企業名 取り組み概要 
本社所在地 

＆活動フィールド 
設立年 

14 manorda いわて㈱ 
銀行が持つ情報ネットワークなどを生かし、地域内外の多様な主体と連携しながら、 

デザインとイノベーションの力で地域に既にある資源の魅力を最大限引き出す 
岩手県 2020 

15 ㈱モス山形 
鳥獣被害なく、あらゆる世代の人が無理なく生産できる農産物としてコケ栽培技術を 

独自に確立。中山間地における耕作放棄地の解消と雇用の創出を目指す 
山形県 1991 

16 ㈱WATALIS 
地域に根付く「縫製技術」「感謝を形にする生き方」を伝承するため、着物地を活かした 

商品としてそれを可視化、「ヒト」「モノ」「カネ」の循環を生み出して地域振興に貢献する 
宮城県 2015 

17 ㈱とくし丸 
移動販売サービスを軸に、顧客との信頼関係を構築。高齢者の見守りや 

地域の雇用創出にも貢献し、あらゆるサービスを住民へ届ける「地域のインフラ」を目指す 
徳島県 2012 

18 
㈱エムダブルエス日高／㈳ソーシャルアクション

機構 

自社開発の送迎システムにより、福祉送迎を効率化。 

高齢化社会における新たな交通手段として、福祉輸送による最適配車を推進 
群馬県 1977 

19 KDDI㈱ 
ICT の活用支援や、DX 人財の育成・派遣、ファンドによる出資などを通じて 

地方創生に貢献する 
東京都 1984 

20 サグリ㈱ 
「衛星データ」「機械学習」「区画技術」の 3 つを組み合わせ、農業を起点に、 

幅広い分野でサービスを提供して社会課題の解決を目指す 
兵庫県 2018 

21 トゥルーバアグリ㈱ 
「農業」でなく「アグリビジネス」として新たな産業を確立、 

耕作放棄地を有効活用し、地域における若手人材を育成する 
東京都 2017 

22 ㈱フィノバレー 
「デジタル地域通貨」を発行するためのシステムを地域の金融機関に提供、 

地域における資金循環を支援する 
東京都 2018 

23 プラスソーシャルインベストメント㈱ 
地域資源を循環させる事業の立ち上げを金融の専門家として支援、 

新しい社会的投資の仕組の設計も行う 
京都府 2012 

24 ㈱あわえ 
全国の自治体で、企業誘致の土壌づくりから事業創出までをトータルで支援。 

課題を抱える地方と技術を持つ企業を繋ぎ、地域課題をビジネスチャンスに変革 
徳島県 2013 

25 タベモノガタリ㈱ 
地元契約農家から規格外野菜を含む農産物を直接買い取り、 

その日のうちに自ら配送、様々なチャネルで消費者に販売する 
兵庫県 2019 

 

各社へのインタビューを通して分析した結果を次節にとりまとめる。 
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出所）Städtische Werke AG資料・インタビューより

企業概要事業領域 （提供サービスやその概況を記述）

KVV売上構成(2018年)

自治体
概要

名称 カッセル市

人口 20万2,137人

公社
概要

名称
持株：KVV
主要企業：Städtische Werke AG

売上 KVV 5億6,565万ユーロ（2018年）

利益 KVV 70万ユーロ（2018年）

従業員数 KVV 1,806人

主要株主
KVV：市100%
SWK：KVV(75.1％)、Thuega(24.9％)

出所）ともにSUNウェブサイトより((c)SUN Stadtwerke Union Nordhessen GmbH & Co. KG)

(1000ユーロ) 売上 利益

KVV コンツェルン 565,656 879 

KVVHD親会社 32,781 -2,099

SWK (エネルギー) 370,805 11,976

SWK Netz(系統運営) 184,499 12,080

KVG (交通) 68,553 -15,454

参考２．KVV/Städtische Werke AG（SWK）
（１/２）

◼ 持株会社KVV傘下に、エネルギー事業を手掛けるSWK、交通事業を手掛けるKVGなどが属する事業構成

⚫ エネルギー事業の利益で交通事業を支えている。エネルギーについては。早くから再エネに力を入れており、毎年行われる
100％再エネ自治体会議のホストを務めている。

⚫ 広域連携に力を入れている。電力消費地である都市部のカッセル市と、再エネ電源の多い近郊の良好な関係構築のために、
各地域が連携して「SUN(北ヘッセンシュタットベルケ連合)」を設立した。

KVV

SWK 
Netz+Service

系統運営

KVG
交通

SW連合
THUEGA

カッセル市

Städtische Werke(SWK)
エネルギー

SWK E+W
電力・ガス・熱

Müllheizkraftwer
ke Kassel
廃棄物処理
＋コジェネ

6.5％ 2.5％

100％

5.1％97.5％

75.1％ 24.9％

100％ 94.9 ％93.5％

KVV/Städtische Werke AG（SWK） 
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主な要素 実施事項 ポイントや留意点

２. 収益源・事業を
成立させる工夫

３. 自治体/地元企業
との連携

４. 人材獲得
・育成方法

１. サービス内容 ✓複数のSWで広域連携

• カッセルのある北ヘッセン地域の自治体が連携、広域化すること
でより効率的な運営を行うための事業体として、2011年にSUN
を設立した。

• SUNは、収益源ではなく、地域間のネットワークであることを
目指して設立された。エネルギー転換プロジェクトでの地域間連
携などの役割を果たす。

✓連携することでノウハウを結集
、電源開発も手掛けることで地
域内資金循環を実現

• SUNが発足する以前は、地域の再エネ開発に出資するのは地域
外の投資家であり、地域に残る経済付加価値が限定されていた。

• SUNを通して、各SWが力を合わせ再エネ電源に投資、利益を地
域内に止めることができるようになった。

• 資金を地域に再投資することの意義を地域住民に説明し、風力発
電に対するアクセプタンスの向上などにも努めている。

✓市に対するサービスで収益基盤
を確保

• 大企業から配電網を買い戻し、SWKが運営権者となった。
• 買取価格は大きいが、配電事業の収益を地元に残すことができ、
公共事業に投資する、配電網を整備して更なる再エネ開発や電力
安定供給能力を高める、といったことが可能になる。

✓地元の大学とも連携、若くから
SWKで働く人材がマネジメント
層に

• 人材採用においては、地元のカッセル大学とも連携している。
• デュアルシステムで様々な職種の訓練の場を提供している。常に

60人以上の若者が、15～20種類の職種で働いている。
• 経営層/マネジメント層も、若い時からSWKで働く人材が多い。

参考２．KVV/Städtische Werke AG（SWK）
（２/２）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

 

6
9
 

出所）Stadtwerke Karlsruhe GmbH資料・インタビューより

企業概要事業領域 （提供サービスやその概況を記述）

KVVH売上構成(2018年)

自治体
概要

名称 カールスルーエ市

人口 31万2,060人

公社
概要

名称 持株会社：KVVH
主要企業：Stadtwerke Karlsruhe GmbH

売上 10億820万ユーロ（2018年）

資産 17億9,180万ユーロ（2018年）

従業員数 1,144人

主要株主 KVVH（80％）
EnBW（20％）

出典）SWKウェブサイト
ツーリストインフォと共同で市内中心部に設置したデジタル体験ができ
るシュタットベルケのカスタマーセンター

出典）Schnepf,2015
市民と共同出資した屋根上太陽光

(1000ユーロ) 売上 利益

KVVH コンツェルン 1,050,162 -225 

SWK(エネルギー) 739,803 21,477

SWK Netz(系統運営) 173,745 -5,170

VBK 128,487 -38,568

参考３．KVVH/Stadtwerke Karlsruhe GmbH（SWK）
（1/２）

◼ 持株会社KVVH傘下で、SWKが再エネ発電、電力・ガスなどのエネルギー供給、上水、地域熱事業を担う。

⚫ カッセル市が全額出資する持ち株会社KVVHが80%、電力大手EnBWが20%の株式を保有する。同じ持ち株傘下のVBK等が
公共交通事業を担う。

⚫ 15年前から市民参加型発電設備として３つの太陽光発電所2.7MWを運営している。その後は近郊で風車にも参画し、市内に
も風車を建設している。

⚫ 観光局と協力し、ツーリストインフォメーションと施設を共同で使用するなど、コスト削減にも積極的にも努めている。

6 ％

KVVH

KASIG

鉄道インフラ管理

Stadtwerke 

Karlsruhe (SWK)

エネルギー

EnBW

カールスルーエ市

Rheinhafen

ライン川港湾管理会社

AVG

交通設備管理
VBK

交通

100％

80 ％ 100 ％ 100 ％ 94 ％20 ％

KVVH/Stadtwerke Karlsruhe GmbH（SWK） 
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主な要素 実施事項 ポイントや留意点

２. 収益源・事業を
成立させる工夫

３. 自治体/地元企業
との連携

４. 人材獲得
・育成方法

１. サービス内容
✓市民出資による再エネ電源開発
を行う

• 市民エネルギー協同組合を立ち上げ、太陽光発電設備を所有、運
営する。2006年の最初のプロジェクト（840kW-PV）では、市
民174名が60%相当、SWKとカールスルーエ市が26％を出資し
た。

• 新たな取組としては、集合住宅に屋根置きPVを設置、売電する
「貸借人電力(Mieterstrom)」モデルに取り組んでいる。

✓顔の見える関係であることを
差別化要素に

• 「私達は、この地域出身企業で、顧客のことをよく知っている。
電話相談も気軽に応じるし、顧客が直接足を運べる窓口もある」
という点をアピールすることで、全国の大手企業に対抗する。

• 例えば、「現金支払」を受け付けないほうが業務効率は良いが、
地元の顔の見える付き合いを重視、窓口業務を維持している。

✓一部業務の委託を通して
地元企業のスキル向上に貢献

• 停電時や顧客や家庭の設備機器のメンテナンスは、地元の電機工
事会社や修理工に委託している。

• ESCO事業でも地元工事会社と協力し、集合住宅の屋根上PVでは
住宅供給公社とも協力している。

• このような作業時に、「配電網の近代化工事について助言する」
など、地元企業のスキル向上に貢献している。

✓業界のプロフェッショナル人材
が経営層として参加

• 現取締役社長のMicheal Homman氏は2013年にSWKにエネル
ギートレード部の部長として入社、それ以前は別のSWのエネル
ギー供給部門や石油業界などで働いていた。

• CTOのOlaf Heil氏はSWKに2019年にCTOとして招聘された。そ
れ以前は日系企業や他の電力会社で勤務していた。

参考３．KVVH/Stadtwerke Karlsruhe GmbH（SWK）
（２/２）
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出所）Stadtwerke Esslingen am Neckar GmbH & Co. KG資料・インタビューより

企業概要事業領域 （提供サービスやその概況を記述）

SWE売上構成(2018年)

自治体
概要

名称 エスリンゲン市

人口 9万4,145人

公社
概要

名称 Stadtwerke Esslingen am Neckar 
GmbH & Co. KG

売上 6,900万ユーロ（2018年）

投資額 1,340万ユーロ（2018年）

従業員数 184人

主要株主 エスリンゲン市(50.02％)
EnBW(49.98％)

出典）Frisch, 2020
SWEがエネルギーコンセプトを開発、設計、建設中のCO2ニュートラル街区。
集合住宅2棟と学校の校舎の3棟からなる。屋根上太陽光、蓄電池、P2G設
備などをSWEが管理、運営する。

出典）SWEウェブサイト
公営プール

(1000ユーロ) 売上 利益

SWE 72,729 5,537

参考４．Stadtwerke Esslingen am Neckar GmbH & Co. KG（SWE）
（１/２）

◼ SWEは、公共交通運営会社SVEの傘下の企業で、ガスインフラ事業、水道、地域熱共有、電力小売、エネル
ギー関連サービスの収益を基盤として公営プール運営などの地域福祉事業を手掛けている。

⚫ ガスインフラ事業や地域熱供給事業などの収益で、その他の事業を支えている。電力小売ではグリーン電力のみを扱う。

⚫ 近年はカーボンニュートラルな街区開発に努めている。市内に建設中の集合住宅と工科大学キャンパスの整備プロジェクトにおい
て、総合エネルギー計画を作成、開発に取り組む。

SVE
公共交通

Stadtwerke Esslingen am Neckar (SWE)
ガス、地域熱、電力小売、公営プール

EnBW

エスリンゲン市

100％

50.02％49.98％

Stadtwerke Esslingen am Neckar GmbH & Co. KG（SWE） 
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主な要素 実施事項 ポイントや留意点

２. 収益源・事業を
成立させる工夫

３. 自治体/地元企業
との連携

４. 人材獲得
・育成方法

１. サービス内容
（特徴あるもの）

✓カーボンニュートラルな街づく
りに、設計から投資運営まで
一括して請け負う立場で参画

• 市の住宅供給公社と公立のエスリンゲン工科大学が取り組む新キ
ャンパス開発プロジェクトに参画している。SWEが熱供給設備
の設計・建設・設備投資・運営までを一括して請け負っている。

• カーボンニュートラルな街区を志向しており、建物の屋根上には
PVを搭載、これらは自家消費メインに使われる。余剰電力は蓄
電池に蓄えてPVが発電していない時の電力として利用する。ま
た、近郊で運営している風力発電の電力を用いて水素を生産し、
バスや天然ガスパイプラインへの混入などで利用する。

✓地元であることを活かした
一気通貫のサービス内容

• ESCOなど住宅向けのエネルギー総合パッケージを提供する。
• 小規模ながら発電設備を集合住宅やオフィスビルに設置、地元企
業であることを活かして、設備の建設・運営・管理などのサービ
スを月額の定額料金で請け負う。ただし、エネルギー消費量は別
途にかかる。

✓自治体や他の公社と連携して
地域を支えるサービスを提供

• SWEは公共交通運営会社SVEの傘下にある。SWEの利益を配当
としてSVEに還元することで、地域交通を支えている。

• 新しいコンセプトの街づくを志向した市の住宅供給公社から依頼
され、SWEは上記の街づくりに参画した。また、民間不動産会
社とも協力している。

✓規模が小さい自治体のSWでも
周囲と連携して人材育成を実施

• VKUなどの公営会社連盟や業界団体BDEWなどが提供している
研修コースに社員を派遣して教育を行っている。

• 親会社のひとつである大出電力会社EnBWが研修センターを保有
しており、SWEの社員や研修生も研修を受けることができる。

• 地元の工科大学との協力も進めている。

参考４．Stadtwerke Esslingen am Neckar GmbH & Co. KG（SWE）
（１/２）
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第４章 実現方法 

 

 成功要因全体像 

 

企業や自治体といった事業主体の取り組み内容を分析した結果、地域循環共生圏の実現に資す

る事業を前進させている主体には、幾つかの共通する要因が見られた。その中には、どの業界に

も共通するものもあれば、地域循環共生圏の実現に貢献するビジネスにおいて、特に求められる

と考えられるものもある。まず後者について以下に紹介する。その後に前者を含む項目一覧を紹

介する。 

 

 

図 10 成功要因概要 

  

2. 事業モデル

3. 事業戦略

4. 資金調達

5. 人材

1. 課題・機会

モノや自然だけでなくヒトの地域資源を活用、
地域内外両方の視点で、多様な主体の意見を収集
「繋がり」や「歴史」など目に見えづらい資源も組み合わせて価値を転換、
職種や立場を超えて、定期的に「よそ者視点」を取り入れる場をつくる。

ビジネスの要素 概要

実現したいことや対象地域（どこまで広げるか）を踏まえ、
6つのビジネスの型から選定する
対象地域に見合った事業の内容や規模を設定。
資源の流れだけでなく、資金の流れも意識して事業モデルを検討する。

地域資源価値の最大化・実施体制の高効率化に向け、
事業段階に合わせた「仲間づくり」を実施する
「ストーリー付与」「定量・定価・まとめ売り」「一物他役」といった工夫で
価値を最大化、地域や協力者と共存共栄できる仕組みで共創を目指す。

単に得られる資金の額や手間だけでなく、
資金以外で得られるものも踏まえて調達方法を選択
「出資」をとおした住民や金融機関との関係構築や、各種助成制度・
ビジネスコンテスト出場による社会的信用向上といったメリットにも着目する。

採用時に自社ビジョンや価値観との整合性を判断、
各人のノウハウを引き出し事業規模に応じてリーダーを育成
良い面だけでなく「地域の現実」も伝え、面接者の本気度を判断。
代表1人が把握できる範囲には限度があるので、リーダーを通じて
現場を把握し、現場社員が前に出る場作り等の工夫で主体性を刺激する。

例①-1 WATALIS

地域の女性に受け継がれていた裁縫
技術を活かし、返礼と再生の文化を
現代に合わせた形で商品化

例①-2 みんなの奥永源時

紫草を地域住民の協力で栽培、これを
原料とした化粧品を開発、歴史も含む
地域の魅力と組み合わせて発信

例②-1 大宮産業

同じヒトやモノが複数の役割を果たす
ことで、小規模な集落においても生活
機能とその収益性を維持

例②-2 宇都宮市

一定の売上・利益を確保しやすい売電
で収益基盤を確立し、その収益で他事
業の投資を確保・赤字分を補填

例③-1 小川町

都市消費者への定期便「TEIKEI」によ
り、固定買取りの賛同者を募り、生産者
と消費者が支え合う仕組みを創出

例③-2 うなぎの寝床

独自に確立した型紙を同業者にも販
売、技術をオープンにすることで業界
全体の拡大に取り組む

例④-1 ファーメンステーション

商品のストーリーを顧客へ伝えるプロ
モーションの手段として、クラウドファン
ディングを活用

例④-2 タベモノガタリ

ビジコンの一次審査通過後メンターが
つき、事業計画のブラッシュアップにつ
いてサポートを獲得

例⑤-2 アイル

核となる社員数名に自身の姿勢やビ
ジョンを伝えて育成、その社員を軸に
チームを組成し社員とやり取り

例⑤-1 フィッシャーマン・ジャパン

取材は持ち回りで対応して、多くの社員
が前面に出るようにする。採用時は漁船
に載せて想いを測る
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 個別項目 

 

上記各項目について、次頁以降で簡単に紹介する。 

課題・機会 

 

モノや自然だけでなくヒトに関する資源にも着眼することが重要。また、組み合わせることで

差別化することが求められる。 

 

図 11 「地域資源」を発見する際の視点 

 

 5 つの視点で地域課題・企業課題を検討・把握することができる。 

 

図 12 「地域課題」「企業課題」を発見する際の視点 

地域資源の視点と例

地域資源①

モノ

地域資源②

自然

地域資源③

ヒト

• 特産品やそのブランド・知名度
• 歴史的建造物
• 空き家・空き地・耕作放棄地
• 廃棄物（規格外野菜、食品残差、汚泥等）
• 稼働率の低い施設（倉庫・公共施設等）
• 稼働率の低い設備（車両・器具等）
• 住民・企業・自治体が持つ金融資産 など

• 景勝地
• 再エネ資源（太陽光、未利用木材、廃棄物、小水力、等）
• 森林・植生・海産物
• 土壌（農地として、原材料として、等） など

■ 情報としてのヒト資源
• 地場産業が培ってきた技術・ノウハウ
• 各分野のプロフェッショナル人材が持つ技術・ノウハウ
• 地域企業の従業員が持つビジネス経験・知見
• 地元大学に蓄積された技術・知識
• 魅力の源泉になる歴史・文化 など

■ 活動の源泉としてのヒト資源
• 住民の空き時間
• 地域を動かす原動力になるアイデンティティ
• 地域内の人の繋がり・連帯感・コミュニティ意識 など

自社工程から出る廃水汚泥と地元で採れる珪藻土を原料に、
地場焼物産業が培った技術を活用して新商品を開発

“小松マテーレ”

わずかに自生した紫草を地域住民の協力で栽培、これを原料に
化粧品を開発して、歴史も含む地域の魅力と組み合わせて発信

“みんなの奥永源寺”

地域の職人技術を基に現代風にアレンジ、歴史・思想など
情報価値も追加した商品を、歴史的建造物を改装した
アンテナショップから発信

“うなぎの寝床”

多様な広葉樹を活用、伝統技術を持つ職人と
外部のクリエイターが連携して、新たなものづくりを実施

“飛騨の森でクマは踊る”

地域の女性に受け継がれていた裁縫技術を活かし、
返礼と再生の文化を現代に合わせた形で商品化

“WATALIS”
など

商品・サービスの視点と例

“地域” の課題 “企業” の課題

視点①
ヒト・モノ・カネの将来見通し

視点②
当たり前になってしまっている
ムリ・ムダ・非効率

視点③
十分な価値を
引き出せていない資源

視点④
自社や地域のビジョン・目標
達成に向けたギャップ

視点⑤
世の中で注目の集まる問題

• 10年後もヒトは足りているか？今の地域・起業を担う人材が10年後も同じでないか、次世代を巻き込めているか？

• 10年後も機能を維持できるか？施設・設備を使い続けられるか？適切に管理できているか？将来の更新資金を貯めているか？

• 災害が起きても対応できるか？地域や企業の機能を維持できるか？すぐに復旧できるか？

• 次世代の収益の柱はあるか？未来への投資を行っているか？

• 発生している大きなコスト/負担は何か？「以前からそうだった」「ルールだ」と言ってそれを放置していないか？

• 特定の人物に依存していないか？特定の人物に稼働は負担が発生していないか？

• 過剰な生産ロス/廃棄物が発生していないか？

• 快適な労働環境を提供できているか？

• 地域外に頼り過ぎていないか？

• 人だけでなく資金も地域外に流出していないか？

• 「脱プラ」「フードロス」「脱炭素」など、世界的に問題になっている課題は何か？

• 特に解決したいと「強い想い」を持てるものは何か？

• 自社が解決に貢献できる可能性があるものは何か？

• それらのうち、自らの地域でも問題になっているものはなにか？

• それらのうち、地域住民の関心の高いものは何か？

• 17のSDGsについて目指すべき姿は明確になっているか？現状とのギャップは？それを克服するための手段は？

• 掲げているビジョンが「お飾り」になっていないか？具体的な打ち手に落とし込めているか？

• 余っているスペースはないか？遊んでいる設備はないか？余っている時間はないか？それらを何かに活用できないか？

• 「原料」のまま他の地域や他社に低価格で出荷してしまっているものは無いか？もう一段階自ら手掛けられないか？

• 他の地域には無い固有の資源は？

• 地域内ではありふれていても他地域/都市では希少なものは？

• 従業員レベルまで浸透しているか？

• KPIに落とし込めているか？具体的に実施すべきことは明確か？

• そもそも住民は認識しているか？自分事として捉えているか？

• 自社が持つ技術や商品・サービスは、他に生かす道はないか？

• 取り残されてしまう地域・住民はいないか？
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「内」と「外」両方の視点で、多様な主体の意見を集めるための仕掛けを設けることが求めら

れる。 

 

 

図 13 「地域資源」「地域課題」「企業課題」を発見するためのアクション 

 

  

地
域
内
か
ら
発
見

地
域
外
か
ら
発
見

社
内
か
ら
発
見

社
外
か
ら
発
見

定期的に「よそ者視点」を取り入れる場をつくる

① 「外の人」と意見をぶつけ合う場の創設
例）邑南町：地域間で地域課題・解決策を紹介しあう「ちくせん」を開催
例）MONET：企業・自治体など様々な人が集まるコンソーシアムを組成

② 潮流を把握するための「引き合い」「公募」への積極対応
例）フィノバレー：飛騨信金からの引き合いをきっかけに地域通貨に着目
例）ファーマーズフォレスト：３セク民活案件をきっかけに100年企業を目指す

③ 専門家アドバイザとの接点維持
例）でんき宇奈月：大学教授の助言をきっかけに地域が目指す姿を定める
例）ふるさと屋：コーディネータとの関係を維持して新しい潮流に触れる

“地域” の資源・課題 “企業” の資源・課題

その時の思い付きでなく、仕組でネタを吸い上げる

① 社内公募・社内SNSなど声を吸い上げる仕組み
例）MWS日高：アイディアソンや社内ベンチャー制度で事業のタネを発掘
例）アイル：組織ラインとは別で社内SNSグループを組成して意見発掘

② コスト・労務時間などのデータ把握
例）小松マテーレ：年1億円の産廃処理費の削減方法を検討
例）MWS日高：「配車計画」担当者の残業問題の解決方法を検討

③ 自社の壁・悩みを事業機会と捉える習慣
例）プラスソーシャル：住民出資でぶつかった壁が金融サービス立上のきっかけ

例）あわえ：東京での採用活動の苦労が企業誘致サービス立上のきっかけ

職種や立場を超えて触れ合う場をつくる

① 多様な主体が参加して議論する会議体の立ち上げ
例）湘南電力：従前の競合同士でも地域の未来を議論する協議会を創設
例）大宮産業：住民が参加する「経営アドバイザー会議」を設立

② 交流を促す「場所」の創設
例）横浜市：公共施設を利用して「リビングラボ」を立ち上げ
例）フィッシャーマン：現地事務所を立ち上げて漁師と交流

③ 「訪問活動」を実施
例）とくし丸：地域を一戸ずつ訪問、売り込みではなく話を聞く
例）うなぎの寝床：各地の伝統工芸館や博物館を回って文化資源を発見

目の前の事業以外に目を向けてみる

① 直面した壁は、他社も悩んでないか、事業にならないかを考える
例）プラスソーシャル：住民出資でぶつかった壁が金融事業立上のきっかけに
例）あわえ：東京での採用活動の苦労が企業誘致サービス立上のきっかけに

② 検討チームを「異質な人」で構成する
例）manodara岩手：事業企画に地元デザイナーを巻き込む
例）フィッシャーマン：IT企業、漁師、政府系金融など多様な出自で構成

③ 日常的に異業種・異文化交流に参加する
例）豊島：食品会社との議論を機に、自社技術を活用する余地を発見
例）みんなの奥永源寺：知人に同行して化粧品の世界と出会う
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事業モデル 

 

分析対象の取り組みから、地域循環共生圏の実現に貢献するビジネスモデルを類型化し、以下

の 6 つの型として取り纏めた。 

 

[型 A] 地域の生活基盤を提供する事業 

[型 B] 収益事業の利益を用いて地域向けサービスを幅広く提供する事業 

[型 C] 地域資源を結合・転換して固有の商品・サービスを生み出す事業 

[型 D] 地域生活基盤を全国展開する事業 

[型 E] 全国各地のローカ SDGs ビジネスに機能を提供する事業 

[型 F] 地域と都市を繋ぎ資源価値を最大化する事業 

 

 

図 14 6 つの型 

 

それぞれの概要について、以下に記述する。 

  

広域
（地方～都市）

“都市と地方を繋ぐ”

循環の範囲

“対象地域”

型B

収益事業の利益を用いて

地域向けサービスを

幅広く提供する事業

地域・流域
（自治体）

“域内で資源循環
して自立する”

コミュニティ・集落

“中山間地域を
支える”

型A

地域の生活基盤を提供する事業

型C

地域資源を結合・転換して

固有の商品・サービスを生み出す事業

地域に住む人の生活を支えたい

“「交通」「買い物」など地域の生活基盤を維持・向上させる“

地域資源を活用した事業を立ち上げたい

“新しい商品・サービスを創って地域に雇用や収入を生み出す”

型F

地域と都市を繋ぎ資源価値を

最大化する事業

地域課題 “実現したいこと”

型D

地域生活基盤を全国展開する事業

型E

全国各地の

ローカSDGs

ビジネスに

機能を

提供する事業
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 [型 A] 地域の生活基盤を提供する事業 

コミュニティに密着した事業体を組成、様々なサービス・機能を提供して住民の生活を支える。 

 

図 15  [型 A] 地域の生活基盤を提供する事業 

 

[型 B] 収益事業の利益を用いて地域向けサービスを幅広く提供する事業 

地域・流域レベルで、エネルギー・交通等サービスを事業化、資源・資金の域内循環を実現。 

 

図 16 [型 B] 収益事業の利益を用いて地域向けサービスを幅広く提供する事業 

 

地域住民

事業
モデル

• 高齢者が多く、移動難民/買物難民/通院難民などが増加している
• 若者が流出して高齢化が進み、地域の産業が失われつつある

事業会社

①交通

- デマンド交通
- 通院送迎
など

②流通・小売

- 宅配
- 移動販売
- 小規模店舗運営
など

③生活支援

- 見守り
- 雪掻/草刈代行
- 農作業補助
- 新聞配達
など

専従者

地域住民

④特産品販売

- 農作物販売
- 加工品販売
- 体験ツアー
など

地域外住民顧客

商品
・

サービス

提供
体制

主に中山間地域のコミュニティ・集落の住民数百名

• 複数のコミュニティ・集落をカバーすることも。

• 地元出身で地域外に出た人向けの商品・サービス提供も。

「交通」「流通・小売」を中心に生活を丸ごと支援

① 地域住民がドライバーとなるデマンド交通を運営して、交通難
民問題を解消する。

② 移動販売、ガソリンスタンドやJA拠点を活用したコミュニティス
トアの運営などを手掛ける。

③ 高齢者向けに、雪掻や草刈、様々な行政事務の代行、など
も手掛ける。また、新聞配達など安定収益を
得ることができるサービスも手掛けて活動原資を得る。

④ 地域外から収益を得るために特産品や体験ツアーなどを企画、
空き家や遊休施設を活用して販売・提供する。

地域住民が主体となって「地域運営会社」を設立

• 少数の専従者が複数事業を手掛けることで費用抑制

• 地域住民が空き時間で協力、高効率の運営体制を実現

複数の用途を束ねる

同じヒトやモノが複数の役割を果たしたり（一
物多役）、情報を様々な事業で活用すること
で高効率な運営を実現することで、少ない人
員・資金/設備でもビジネスとして成立させる。

制度/地域の実情にあわせたサービス

理想像や大都市向けで描かれるツールを用い
たサービスを目指すのではなく、現在困っている
人向けに、いまその地域で実現可能な内容で
サービスを設計、早期にスタートする。

地域マネージャーがサービス企画

地方行政や小規模商圏におけるサービスに精
通している人材が事業運営の中心となることで、
地域住民が必要としているサービスの企画や自
治体との円滑な連携を実現する。例えば、元
自治体職員やJA職員などが該当する。

“コミュニティに密着した事業体を組成、様々なサービス・機能を提供して住民の生活を支える”

地域の
悩み

成功の
Point

事業
モデル

地域住民地域住民地域住民地域住民

代表者 専従者

事業
モデル

• エネルギーなどを地域外に依存しており、資金が流出している
• 渋滞や保育所不足等により、生活や観光の場としての魅力が損なわれている

都市部から中山間地域まで数万から数十万人の住民

• 電力は地元自治体に販売して安定収益源とする。

• 地域外からの来訪者・在住者向けにも商品・サービスを提供。

主なサービスは、「地域新電力」「交通」

① 太陽光、バイオマス、小水力など地域資源を活用した再エネ
を利用、電力小売で収益を得る。自治体の一般廃棄物発
電を活用する事例も。

② LRT、EVシェア、シェアサイクル、デマンド交通等の交通サービ
スを提供。

③ 見守りや移動販売などの中山間地域向け、保育・病院など
の都市向け生活サービスを充実させる。

④ 体験ツアーや特産品販売、交通サービス品質向上をとおして
観光地としての魅力も高める。

特定事業の収益で他事業を下支え

一定規模の売上・利益を確保しやすい地域新
電力で収益基盤を確立、その収益を活用して
交通などの事業の投資を確保、赤字分を補填
する。

地域施設を大口需要家に

地元自治体と連携して自治体所有施設に
サービス提供することで収益基盤を確保、収益
性が低くても地域のためになる分野にも投資を
行えるようにする。

データ活用でサービスの価値向上

交通系ICカードなどを活用し、サービス利用動
向を把握、その分析結果を活用して、サービス
品質向上や新サービスを企画・実現できるよう
にする。

事業会社

地域住民

①地域新電力

- 太陽光
- バイオマス
- 廃棄物
- 小水力 等

電
力

移
動

④観光
・特産品販売

- 加工食品
- ツーリズム
等

資金・データ

②交通

- LRT
- EVシェア
- シェアサイクル
等

地域外住民

③生活サービス

- 見守り
- 移動販売
- 保育・病院
等

自治体 地元企業ベンチャー/大企業

個別事業
会社

地域の
悩み

成功の
Point

事業
モデル

“地域・流域レベルで、エネルギーや交通等のサービスを事業化、資源・資金の域内循環を実現”

顧客

商品
・

サービス

提供
体制

複数事業を手掛ける１法人を設立、全体で収支確保

• 地域伝統企業を中心に、地域によっては自治体や技術を持つ
ベンチャー・都市部大企業などを加えて構成

• 地域外向けサービスで「外貨」を獲得する事業体も同じ法人と
するか別事業体とするかは考え方次第

地元
自治体
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 [型 C] 地域資源を結合・転換して固有の商品・サービスを生み出す事業 

地域資源を発掘、高付加価値な商品・サービスとし、ヒト・モノ（資源）・カネの循環を実現。 

 

図 17 [型 C] 地域資源を結合・転換して固有の商品・サービスを生み出す事業 

 

[型 D]  地域生活基盤を全国展開する事業 

食品や燃料の販売、ATM 機能の提供など、コミュニティ・集落の基盤を支える事業を、全国大

で提供する。 

 

図 18 [型 D]地域生活基盤を全国展開する事業 

事業
モデル

• 地域の産業や観光の核になる商品・サービスがなく、魅力を欠く
• 価値ある産品や景観/建物があっても知名度・差別性が無く、活用できていない

主に都市部の消費者・企業

「ないモノ」ねだりでなく、「あるモノ（地域資源）」を
組み合わせて生み出す商品・サービス

• 「ヒト」「モノ」「自然」各地域資源を組みわせ
例は前述のとおり

• 時間・空間をの連続
複数の商品・サービスをあわせて、ひとつのストーリーとして
提供することで、消費者に対してより高い付加価値を提供

• バリューチェーン
地域の資源をそのままの商品・サービスとするのではなく、ひと手
間掛けることで「より高い価値の商品」「より少ない量で多くの
商品」「安定した商品」にする

できる限り多様な主体が連携して相互機能補完

• 上記「3つの視点」にあわせて多様な主体を巻き込む
地元地域だけでなく都市/他地域の主体も巻き込む

• 資源を提供する川上企業、商品・サービスを調達・販売する
川下企業と連携することで事業を安定化する

一定量の需要を確保する枠組み

事業立ち上げ当初に、地元と連携して、「定
期・定量購入」など一定期間にわたって一定規
模以上の需要を確実に生み出す枠組みを構
築することで、供給する側の投資を促進、事業
として成立させる。

スモールスタート

理想像は上記のとおり、地域のあらゆる資源を
活用し、あらゆる主体が連携する姿であるが、
最初から関係者全員を巻き込んで合意形成・
事業化するのは困難。先に小さな成功を示して
から参加者の輪を広げる方法が現実的。

ストーリー付与

単に商品・サービスの品質・価格優れているだけ
でなく、地域資源を活用して生み出されたもの
であるという「ストーリー」を描き、都市部消費者
にPRすることが求められる。

都市(A) 都市(B) 都市(C)

地域資源：モノ

• 歴史的建造物
• 空き家 など

地域資源：自然

• 景勝地
• 天然の原材料 など

地域資源：ヒト

• 技術・ノウハウ
• 歴史・文化 など

事業会社

• 高付加価値化した化粧品・装飾品
• 文化・歴史も加味した工芸品・加工食品
• 食・観光・宿泊・体験など一貫性あるツーリズム
• 防災・脱プラなど社会課題を解決する建材・消費財
• 耕作放棄地や規格外品などを活用した農作物
など

地域
3次産業

地域
1次産業

地域
２次産業

都市
3次産業

地域
NPO

地域
金融機関

地域の
悩み

成功の
Point

事業
モデル

“地域資源を発掘、高付加価値な商品・サービスとし、ヒト・モノ（資源）・カネの循環を実現”

顧客

商品
・

サービス

提供
体制

事業
モデル

• 高齢者が多く、移動難民、買い物難民、通院難民などが増加している
• 大規模資本に押され、地域の農業・加工品生産者の販売機会が減少している

コミュニティ・集落の住民

• 1つのコミュニティ・集落では数百名程度。これを全国へ

主なサービスは「流通・小売」

• 食品やガソリン・軽油等生活必需品のほか、ATM・保険なども

• 一部食材などを地域内から調達する

「地域会社」と「本社」が役割分担

• 本社が調達やシステム運営を担い、地域会社が販売等を担う

• 地域会社と連携する。フランチャイズ形式を採用することも選
択肢のひとつ

• 個人事業主を活用するモデルも

• 地域の施設を利用して小規模な店舗を構えるモデルと
移動販売を行うモデルがある

基盤は共有しながら地域別の裁量付与

上記のとおり、調達やシステム運営、ナレッジ共
有などに関して全国で統一した行動を取って規
模の経済を実現する一方で、一定の範囲で地
域単位で異なる事業を行う裁量を認め、地域
ごとのニーズ・実情にあった運営を行う

地域企業と連携して信頼と身軽さを確保

顔の見える関係を構築して信頼を得る。また、
事業者（本社）が資産を抱えず、地域企業
や地域の個人事業主と役割分担することで、
事業者側は全国展開した後でも身軽な事業
体制を維持する

地域固有のナレッジを共有する仕組み

「本社」は、単に調達やシステム運営など共通
項目を運営するだけでなく、地域固有で取り組
んでいるナレッジを共有し、他地域に展開するこ
とで、より地域に密着したサービスを実現する

地域の
悩み

成功の
Point

事業
モデル

“食品や燃料の販売、ATM機能の提供など、コミュニティ・集落の基盤を支える事業を、全国大で提供“

顧客

商品
・

サービス

提供
体制

事業会社

地域(A)住民

流通・小売

- 食品
- 燃料
- ATM機能 など

地域(B)住民 地域(C)住民

流通・小売

- 食品
- 燃料
- ATM機能 など

流通・小売

- 食品
- 燃料
- ATM機能 など

地域別運営会社
（フランチャイジーなど）

地域別運営会社
（フランチャイジーなど）

地域別運営会社
（フランチャイジーなど）
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[型 E] 全国各地のローカ SDGs ビジネスに機能を提供する事業 

食品や燃料の販売、ATM 機能の提供など、コミュニティ・集落の基盤を支える事業を、全国大

で提供する。 

 

図 19 [型 E]全国各地のローカ SDGs ビジネスに機能を提供する事業 

 

[型 F]  地域と都市を繋ぎ資源価値を最大化する事業 

多くの地域同士で、地域資源を活用した商品・サービスと消費者を結び付ける。 

 

図 20 [型 F]地域と都市を繋ぎ資源価値を最大化する事業 

事業
モデル

• （型A/B/Cと共通）

顧客はエンドユーザーではなくサービス提供企業

• エンドユーザー向けのサービスに仕立てるのは顧客企業
• 具体的には、型A/B/Cなどを手掛ける企業で、

地域運営会社のケースも
• それら企業が、モビリティやツーリズムなど地域のための

サービスを提供する

最適配車や地域通貨などの特定機能を提供

• 最適な配車を実現するためのアルゴリズムを搭載したシステム、
地域通貨を発行するためのシステムなどを提供

• 多様な機能を扱う「プラットフォーム型」と特定機能だけを提供
する「特化型」がある

• 一部の企業は、自らエンドユーザー向けのサービスを提供しつ
つ、他社に向けて、自社も使う機能を提供する

全国展開

• 全国展開することでコストを低減、規模の経済を発揮

• 「プラットフォーム」や「協議会」を通して、機能/サービス提供の
エコシステムを構築する

自ら“川下”を手掛けて価値証明

新サービスの立ち上げ当初は、パートナ―と連
携しつつ自らサービスを手掛けて価値を証明、そ
の後、機能補完を求める地域企業に対して
サービス提供する事業を拡大する。

コンソーシアム等によるパートナー獲得

多地域・多業種のパートナー獲得あたって、単
独でGive&Takeの関係を構築するのはハード
ルが高い。皆で価値を提供しあうコンソーシアム
を組成することで、多くのパートナーを集める。

限定的な機能でも早期のサービスリリース

構想する全機能を最初から実装することを目指
すのではなく、限定的な機能でもサービス提供を
開始して、その過程でユーザーのデータを収集、
サービスを追加・高度化する。

地域の
悩み

成功の
Point

事業
モデル

“「最適配車」、「地域通貨」など様々な機能を実現するツールを提供、事業運営を後方支援する”

顧客

商品
・

サービス

提供
体制

地域(A)住民 地域(B)住民

モビリティ・ツーリズム等

地域(C)住民

モビリティ・ツーリズム等モビリティ・ツーリズム等

事業会社

特定機能
最適配車・予約・決済・地域通貨・出資・エンジニアリングなど

地域企業地域企業 地域企業

地方

事業
モデル

• 価値ある産品や景観/建物があっても知名度・差別性が無く、活用できていない
• 都市の消費者がそうしたモノの魅力に気付かず、享受できていない

地域資源を提供する側、消費する側の双方

• 前者は主に地方部、後者は主に都市部に存在

「マッチング」だけでなく「プラスアルファのサービス」を提供

• マッチングする対象は、「農産品と飲食店」「旅行者と旅行先・
宿泊先」「個人・企業と移住先・移転先」などがある。

• マッチングの対価は、事業者が自ら購入・販売する場合は「商
品対価」、案件紹介に止まる場合は「手数料・紹介料」

• プラスアルファのサービスを提供することで差別化する。具体的
には提供側・消費側の課題解決に資するものであり、ケース・
バイ・ケース。例えば、配送や決済などがある。

利用者のリソースを活用

• ノンコア機能は、利用者のリソースを活用し、高効率オペレー
ションを実現する。例えば「地域内での集荷」などがある。

「配送」「維持管理」など機能を内製化

これら機能を自前で投資・保有してサービスユー
ザーに提供することで、紹介料に止まらない収
益を確保し、かつ、ユーザーを囲い込んで他社に
乗り換えられにくくする。

提供・利用双方のバランスよいユーザー数

一方の数が少ないと、もう一方にとって魅力がな
い。双方を適切なペースで増やすことが必要。そ
のためには相互のニーズ情報を伝えたり、地方
部にも足繁く通うなどの活動が求められる。

早期のサービスリリースでネットワーク効果

ユーザーがユーザーを生み、顧客囲い込みに繋
がる。実現したい機能が完成するまでサービスリ
リースを待つのではなく、基本的な機能のみでも
サービス提供を早期に実現する。

地域の
悩み

成功の
Point

事業
モデル

“多くの地域同士で、地域資源を活用した商品・サービスと消費者を結び付ける”

顧客

商品
・

サービス

提供
体制

マッチング+α
提供者・利用者マッチング、配送、など

都市

事業会社
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型にあわせて、事業主体や関係者の体制を設計する必要がある。また、「キーパーソン」を巻き

込みが重要。 

 

図 21 体制・パートナー：巻き込む相手 

 

パートナーを得るにあたって、より効率的に接点を増やし、より深いレベルでビジョンへの共

感を得るための方法を実践することが求められる。 

 

 

図 22 体制・パートナー：見つめる・巻き込む方法 

  

型(A)

生活基盤提供

型(B)

地域内
資源循環

型(C)

高付加価値
商品

・サービス

① 自治体、JA、ガソリンスタンド、スーパー・コンビニなどの
経験者が、「地域マネージャ」として参画する。

② 少数の専従者が複数事業を手掛けることで費用抑制。
サービス実務は地域住民が空き時間で協力する。

③ 自治会や住民協議会とは別に、意思決定を速やかに
実行できる事業会社を設立する。

④ 地域の状況によっては、ITツール等を外部から調達する。

事業実施体制 ポイント（形態・キーパーソン等）型

事業会社
自治体

・JA等OB

住民

機能提供企業（型D企業）

住民協議会

サービス提供

各種ツール提供

1

4

3

① 地場の雇用を支える有力企業、地域活性化が本業の
利益になる地場企業（例は右記）が中心となることで、
中長期目線の事業立ち上げを可能にする。

② 「オペレーションノウハウ」「大口需要」など、必要機能を持
つ企業を巻き込む。

③ 全国展開を優先するなら別法人にして意思決定スピード
アップ、利益を地域に使うことを優先するなら一体化。

① 資源を提供する川上企業、商品・サービスを調達・販売
する川下企業と連携することで、事業を安定化する。

② 地域の全員を最初から巻き込むのは困難。まずは、賛同
する人だけで集まって事業体を設立し、成功例を創る。

③ ナショナルブランドなど、影響力・発信力のあるパートナーを
巻き込んでPRする。

地域「内」顧客 地域「外」顧客

事業会社 事業子会社

3

地場建設、ガス、
交通事業者、等

1
スタートアップ
都市部大企業

サービス提供

出資

スタートアップ
都市部大企業

2

代表者

地域住民地域住民

2

最終消費者

事業会社

3チャネル企業（川下企業）1

資源供給企業（川上企業）

出資

地域金融機関 NPO1

2

3

方法①

「ハブ」に
コンタクトし
紹介を受ける

• 住民協議会、商工会、営農団体など
地域プレイヤの団体

• 地元建設会社やJAなどキーマン

• 自治体のアドバイザー/コーディネーター

など

• SNS、自社Webサイト、メディア

• ビジネスコンテスト・ピッチイベント

• 業界の未来を考える勉強会

など

• 大学や研究機関の教授・専門家

• 各種企業・団体が運営する
プラットフォーム

• ターゲットユーザーが属する業界団体

など

• 地域の未来を考える勉強会

• 体験会、試乗会など自ら主催するイベント

• 異業種でも地域企業との会合

など

域外
買い手、技術保有者、など

域内
資源を持つ主体、役割分担する相手、など

方法②

ビジョンを発信
して呼び込む

方法③

口コミを誘発
して呼び込む

• 多数のエンドユーザーに影響力のある企業

• 多数の自治体に影響力のある省庁

など

• 清掃、祭りなど自治活動

など

相手・ツール
合意形成のための

工夫

• 例：ヒダクマ
言葉でなく現物を見せることで
ビジョンを共有、共感者を増やした

• 例：みんなの奥永源寺
ビジネスコンテントの受賞で知名度と
信頼を獲得

• 例：トゥルーバアグリ
大学教授に相談、農家→市→県
へと紹介の輪が拡大

• 例：MONET Technologies
自らが旗を振ってプラットフォームを
運営、多数のパートナーを獲得

• 例：フィノバレー
地域の消費の中心にあるスーパーを巻
き込みアプリ利用者が急増

• 例：サグリ
先進的な取り組みで農水省と接点構
築、自治体への展開へ

方法
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戦略 

 

先進事例の戦略を参考に、地域資源の価値を最大にする方法・効率的な体制を実現する方法を

考えることで、持続可能な・他社と差別化したビジネスを実現することができる。1つだけに絞

る必要はあなく。複数を組み合わせて実践すれば、より大きな成果が得られる。 

 

 

図 23 戦略 

 

事業化ステップごとに、以下のような点に注意する必要がある。 

 

 

図 24 ステップごとの留意点 

  

価値を
最大に
する

効率的な
体制を

実現する

キーワード ①

時間・空間の連続でストーリー化

キーワード ⑤

一物多役

キーワード ③

定量・定価・まとめ売り

キーワード ④

共存共栄する枠組づくり

キーワード ⑥

地域協力者オペレーション

時間・空間で連続したサービスを提供したり、商品・サービスだけでなく、それを開発・実現するためのス
トーリーもあわせて訴求する。具体的には、「飲食だけでなく、複数主体を巻き込んだ体験・宿泊・学
習など一貫した観光」「地域の歴史・文化・伝統と関連付けた商品開発」などの工夫が挙げられる。

1つの資産・設備や1人の人材を、多くの用途で無駄なく活用することで、効率的な事業体制を構築
する。具体的には、「車両の融通」「建物・設備の共用」「土日の別用途利用」「相乗り」などの工夫が
挙げられる。

事業立ち上げ期において、一手の安定需要を確保することで事業本格展開のための投資を可能にす
る。具体的には、「地域企業が連携して長期買い支え」「定期販売・配送メニュー」「自治体による購
入」などの工夫が挙げられる。

取引先や場合によっては競合になりえる企業にも技術やノウハウを提供することで、業界・産業としての
発展することを優先、結果として自社の利益を最大化する。具体的には、「技術のオープン化」「売上
拡大の旨味を取引先が取る契約形態」などの工夫が挙げられる。

地域住民などが空き時間を使って、事業の一部機能を担う体制を構築、高効率の運営体制を実現
する。具体的には、「送迎・配送・集荷」」「植付・収穫」「点検・見回り」などの業務で実現可能。

戦略方針 概要
A B C

親和性が高い型

キーワード ②

ひと手間掛けて価値向上・安定

地域の資源をそのままの商品・サービスとするのではなく、ひと手間掛けることで「より高い価値の商品」
「より少ない量で多くの商品」「安定した商品」にする。具体的には、「化粧品など高付加価値品向け
にする」「」「加工食品にしていつでも売れるようにする」などの工夫が挙げられる。

立上初期事業準備 拡大期

全員参加にこだわらずスモールスタート

例）ノオト
小さな成功を示してそこから拡げる

現制度下でもできることから開始し知見蓄積

例）MWS日高
「運輸業」でなく「仲介業」としてシェア開始

資源の買い手でなく売り手にあわせた開発

例）グラノ24K
農家がシェフとレストランメニュー開発

最初は少ない資源でも成立する用途を探索

例）みんなの奥永源寺
少量資源で大量×高価格にできる化粧品

初期投資を抑えるために施設は借りる

例）タベモノガタリ
集荷施設は農家から借りる

メディアの特徴を意識して情報発信

例）フィッシャーマン・ジャパン
ローカルメディア１面に載って全国メディアへ

1人が複数業務を担って立上期を乗り越え

例）邑南町
代表と2名の専従者で多数のサービスを運営

大口需要家を確保して基盤確立

例）MYパワー
市施設への電力小売で収益基盤確保

「加工」などの機能を整備

例）和郷
食品加工・冷凍等設備に投資し安定供給

運営コストを抑えるために手伝ってもらう

例）ノオト
宿泊施設が忙しい土日は農家が手伝い

「残る形」にして価値を累積的に高める

例）うなぎの寝床
「つくり手」の映像アーカイブ化

性格の異なる者同士で共有して利用率向上

例）MWS日高
福祉施設だけでなくジムやスーパーとも連携

周辺地域で固定買い取りの賛同者増やす

例）小川町
都市消費者への定期便「TEIKEI」

機能は他者にも外販して事業も循環も拡大

例）トゥルーバアグリ
農業エンジニアリング事業に進出

地域企業が前面に立つモデルで高効率維持

例）とくし丸
個人事業主・スーパーと分担するモデル実現

キーワード ①

時間・空間の連続で
ストーリー化

キーワード ⑤

一物多役

キーワード ③

定量・定価
・まとめ売り

キーワード ④

共存共栄する
枠組づくり

キーワード ⑥

地域協力者
オペレーション

戦略方針（再掲）

キーワード ②

ひと手間掛けて
価値向上・安定

初期ユーザーの出資で開発

例）フィノバレー
開発資金を得て後の成果は共に享受

取引先側にインセンティブ付けて仲間拡大

例）とくし丸
固定料金制で事業拡大の旨味を相手に

技術をオープンにして業界全体を拡大

例）うなぎの寝床
業界への注目を重視し型紙を同業にも販売
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資金調達 

 

 各資金調達方法を比較する際には、人との関係性や社会的信用度など、資金以外で得られるも

のにも目を向けることが求められる。その他、各調達方法の調達額の大きさや、必要な準備期間

の長さなども加味して取り得る方法を判断する必要がある。 

 

図 25 各資金調達方法の特徴 

 

事業ステップや事業規模に応じた資金調達が行えるよう、ビジョンや事業計画の明確化、およ

び、早めの相談・コンタクトが重要。計画的な資金調達にあたり、推奨するアクションや留意す

べき点は以下のようなポイントが挙げられる。 

 

図 26 事業ステップ別に求められるアクション 

分類・手法 特徴 工夫例

出資

自己資金、
知人からの投資

✓ 調達額は様々だが、手続きや条件などの縛りがない為、スピーディに事業を開始できる。

✓ 当面は単体での収益化は難しくとも、別の事業で収益を補うという方法もある。

例）モス山形
既存事業である食品卸・不動産業で得た収入を、
技術開発の資金に充当

投資家・
ベンチャーキャピタル(VC)
からの投資

✓ まとまった資金を得られるケースが多く、追加調達の際の手段として有効である。資金だけ
でなく、ノウハウや人的ネットワークなどの点で事業化に向けてのサポートを得られる。

✓ そうした支援を得られる投資家を見極めたうえで打診することが望ましい。

例）ファーメンステーション
ベンチャーキャピタルからは資金面に加えて、
事業推進の伴走・アドバイスなどのサポートを獲得

地域住民からの出資
✓ 素人でもわかる丁寧な説明が必要だが、地域からの信頼や長期的な応援を得られる。

✓ 資金負担を軽減、かつ地域との結び付けを強めるため、配当でなく現物商品・サービスで
株主還元する方法もある。

例）みんなの奥永源寺
地域に貢献するビジョンを訴求し、東近江市内の
住民約100名から300万円を調達

地域外一般市民からの
出資（社会的投資
・クラウドファンディング等）

✓ 素人でもわかる丁寧な説明が必要だが、自社事業に込められた背景・ストーリーを伝えた
り、その想いをWeb上に残すことで、全国の顧客候補との強い関係を構築できる。

✓ 地域住民出資と同様、結び付けを強めるための現物による株主還元もある。

例）ファーメンステーション
商品のストーリーを顧客へ伝えるプロモーションの手
段として、クラウドファンディングを活用

金融機関からの出資 ✓ 地元の金融機関に株主になってもらい、同時に融資枠を得る、または関係を深める。
例）MYパワー
地元金融機関を株主に巻き込み、融資枠を獲得

融資
銀行や各種機関
からの融資

✓ まとまった資金を獲得できるケースが多い。

✓ 事前調整や相談が求められるものの、中長期的な金融機関との関係性づくりや金融機関
に蓄積するノウハウ・ネットワークを活かした支援を得られる可能性がある。

例）ヒダクマ
地域主体との関係性作りを意図して、地元金融
機関からの借り入れを実施

その他
資金
獲得

助成制度・
補助金の活用

✓ 各種手続きが必要だが、まとまった資金を獲得でき、設備投資や開発資金の際に有効。

✓ ただし、継続的に頼りすぎないよう注意が必要。また、対象にできる補助制度がないか、関
連機関や専門家に相談するなどして情報を収集することが有効である。

例）フィッシャーマン・ジャパン
事業立上時は助成制度を活用、推進時は受託
事業で運転資金を確保

ビジネスコンテスト等の
賞金

✓ 入賞すればまとまった資金を獲得できる。入賞できなくとも、投資家や事業会社からの注目
を得て認知度・信頼性評価が高まる。メンターからのサポートを獲得できることもある。

✓ スタートアップが対象のコンテストが主流のため、シーズ段階での調達方法として有効である。

例）タベモノガタリ
ビジコンの一次審査通過後メンターがつき、
事業計画のブラッシュアップについてサポートを獲得

大企業や自治体の事業
（開発受託）

✓ 大企業や自治体の事業に参加、開発費を受け取りながら、技術開発・ノウハウ蓄積を行う。

✓ 日常的な公募情報の収集や人脈をとおした案件情報把握が重要となる。

例）INDETAIL
自社は社会課題を起点に構想を発案し、大企業
と連携してソリューションを実装

(2)
事業立上初期

(1)
事業準備期

(3)
事業推進・拡大期

✓事業・組織の拡大にあわせて
金融機関との関係を見直し

⚫ 必要資金はもちろん、社会からの見え
方、組織ガバナンスのあり方も意識して、
資金調達方法を改めて検討する。

例）ファーメンステーション：初期は自己資金で賄った
がビジョン実現に向けた事業展開のスピードアップにあ
たり、ベンチャーキャピタルからの資金調達を実施

例）うなぎの寝床：すぐ借入を必要とする状況では
なかったが、透明性高いガバナンスや世の中からの信
頼を構築するために金融機関との付き合いを開始

Point!

✓共感獲得に向けビジョン等を整理
⚫ 最初から好印象を得られるようビジョンは

十分に練り上げる。その他もできれば。
・問題意識、解決する課題、将来の姿
・解決策（サービス、ソリューション）
・狙う市場、競合有意性や差別化
・事業モデル、事業体制、事業計画 など

例）WATALIS：ビジネスコンテストへの出場にあたり、
自身の想いや目標といった考えを整理、その後の事業
推進に大いに役立った

Point!

✓調達規模から方法や相手を検討
⚫ 必要とする資金の規模を算出、手法や

相談する相手を判断する。

例）あわえ：自社事業は多額の投資が必要ないコン
パクトな事業であったため、政府系ファンドの投資規模と
しては見合わないことを早期に把握

Point!
必
要
な
ア
ク
シ
ョ
ン
・
ポ
イ
ン
ト ✓担当部局へは早期に相談・コンタクト

⚫ メンターや担当者がつき、計画策定等
のサポートを得られる場合もある。早め
にファーストコンタクトを実施する。

例）土居真珠：新事業の際、まずは自治体や商工
会へ問合せし、活用できる制度がないか相談

Point!

✓事業ステージやアプローチ先に合わせ
訴求ポイントを転換・使い分け

⚫ 投資する側からは、以下のような点を
問われる。事業ステージやアプローチ先
に合わせて、推しだす点を使い分ける。
・事業の成長性
・事業に対する熱意、想い
・継続的に取り組む覚悟 など

例）サグリ：初期に地元金融機関に対しては地域に
貢献するビジョンを、その後、機関投資家に大規模出
資を依頼する際は成長性・IPO時のインパクトを訴求

Point!

✓利益・別事業・受託事業などを活用、
運転資金を確保

⚫ 1つの事業だけで収益化できなくても、
企業全体としてで収益化を狙う。

⚫ 蓄積したノウハウを活かして委託事業を
受注し運転資金を確保する。

例）MYパワー：電力小売で福祉サービスを維持

例）フィッシャーマン・ジャパン：事業立上時は助成
制度を活用、推進時は受託事業で運転資金を確保

例）ファーマーズ・フォレスト：利益分を投資へ回すと
いう、手元流動性の高い資金循環で事業を推進

Point!

✓ビジョンに共感する出資・融資者との
関係を活用し事業拡大

⚫ 機関投資家や金融機関のネットワーク
をとおして取引先を拡大する

⚫ 地域内外との住民出資者との取引に
よって事業を安定させる

例）みんなの奥永源寺：株主得点として地域資源
を活用した化粧品を提供、固定ファンを得る

例）フィノバレー：株主である信用金庫と一緒に、
新たな地域通貨利用方法を企画・実施する

Point!



 

83 

 

人材 

 

 人材採用では、自社のビジョンと面接者のキャラクター／価値観との整合性を判断することが

重要。 

 

図 27 人材採用の工夫・視点例 

 

 人材育成では、現場社員の主体性やモチベーションを刺激したり、各人に眠っているノウハウ

を引き出したりすることがポイントになる。 

 

図 28 人材育成の工夫・視点例 

  

詳細／ポイント

人材
採用

広く人材を募集する場合には、情報誌や自社Webサイト、SNS等を活用。各種アワードやビジネスコンテストへの参加、
メディア出演といった対外的な露出を増やすことで注目を集める

例）あわえ：「半X半IT」という掲げたコンセプトがアウトドア雑誌やメディアに着目され、新規採用者を多数確保
採用
ルート

「地域の現実」も伝えて
本気度を測る

一般的でない質問・テーマで
人となりを判断

限られた範囲で人材を募集する場合には、信頼できる自治体や地域のキーマンに相談し、
適する人材を紹介してもらうことで、人材採用のリスクを低減する

例）土居真珠：企業規模が小さいため、人材採用媒体では募集せず、知人・信頼できる人からの紹介で人材を募集

即戦力や新規事業創出など、事業推進のスピード感を求める場合には前職の経歴を重視

例）ファーメンステーション：自社がスタートアップであることから、仕事のスピード感を期待して、スタートアップ出身者を重点的に採用
例）フィッシャーマン・ジャパン：大手商社/金融機関出身者やデザイナーなど多様な人材を集め、相乗効果で新事業を創出

採用
方法

試用期間を設けて
人となりを判断

面接だけでは見極められない部分も大きいため、場合によっては試用期間を設定する

例）うなぎの寝床：採用活動ではなく、取引や共同プロジェクトを通して意気投合した人を社員として採用
例）サグリ：応募者の都合に個別に対応した勤務条件を提供してでも、試用期間を設定

ビジョンや風土とのマッチングを判断するための質問・手法を検討・工夫する

例）タナックス：「題名のない作文」を書いてもらい、その人の個性を見極め
例）MWS日高：「社会起業家を募集する」と銘打って採用活動を実施

採用
基準

スキルよりも
ビジョン共感や人柄を重視

スピード感を求める場合は
前職の経歴を重視

「“地域のため“はやりがいありそう」という曖昧な想いだけの応募者も多い。理想だけでなく現実も伝えて本気度を測る

例）あわえ：興味の幅広さ、継続的に取り組めるかの本気度、収益性も考えられるビジネス感覚を重視
例）フィッシャーマン・ジャパン：「漁船に乗せる」などを通して漁業に対する想いを測る

この分野では、地域に対する想いに共感できるかが重要な要素であり、スキルは後からでも延ばすことができる。
地域や自社のビジョンと応募者の価値観がマッチするか、地域と一緒に働ける人柄かを採用の段階でチェックする

例）サグリ：採用時は、能力ではなく熱量やビジョンへの共感で判断

Webやビジネスコンテントなど
対外露出による知名度向上

信頼できるキーマンを
通じた紹介

手法 工夫・視点例

セミナーの案内や専門家誘致による勉強会を行うことで、社内外のノウハウや視点を自社・関係者に取り込む

例）WATALIS：連携主体とともに、各自のノウハウ共有や必要な知識をともに学ぶ勉強会を実施

各自のノウハウを共有する
勉強会の開催

現場社員が
全面に出る場づくり

人材
育成

機会付与

現場社員の想いを
形にできる場作り

社内で資金提供まで伴う事業計画ピッチを行い、新事業の案を募るだけでなく、従業員のモチベーション向上に繋げる

例）MWS日高：選定されれば、資金援助だけでなく自社との連携などのサポートを行う「社内ベンチャー制度」を設置

例）トゥルーバアグリ：応募者へ対して、「農業という仕事でも転勤ができるアグリビジネス」とPRする

現場社員の裁量権に幅をもたせる、対外露出の機会を与えるなどして、社員の責任感や主体性を高める

例）フィッシャーマン・ジャパン：メディア取材は、代表以外のメンバーも前面に出ることで各人の誇りや主体性を刺激

例）MWS日高：各所長に社長として振舞ってもらうべく、仮払金（使用用途が自由な資金）を各所長へ割り当て

ノウハウ
蓄積継承

事業を通じてノウハウ獲得
事業の実施以外でも、受託事業や補助事業等の推進を通して、自社にはないノウハウを獲得する

例）うなぎの寝床：補助事業で推進員として関わった経験で、事業ノウハウを蓄積

手法 詳細工夫例

確立したノウハウを後の世代へ引き継ぎやすいよう、俗人化していたり複雑化しているノウハウや技術を整理する

例）モス山形：難しいノウハウ共有を必要としない生産技術を確立し、あらゆる世代が生産に関わることができる仕組みを構築
ノウハウのパッケージ化
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 代表1人が把握することのできる範囲は限られている。事業規模の大きさに応じてチームリー

ダーを育成し、各チームリーダーを通して現場を把握することも重要。 

 

図 29 ビジョン浸透の工夫・視点例 

 

手法 詳細

部署や肩書に捉われず、社内公募で有志を選抜・提案者を責任者として、意欲あるメンバーで事業を推進する

例）manoraいわて：事業を開始する際には、社内公募で集まったメンバーでチームを発足

専門性を活用・転換し
「人材の百貨店」に

人材配置

メンバー結成では
意欲を重視

自社では何ができるかを本人と議論するなどして、キャリアを転換・カスタマイズすることでスキルの転換・拡大に繋げる

例）ファーマーズ:フォレスト：採用者のキャリアを自社に合わせて転換・カスタマイズし、社内に様々な専門家を育成

工夫例

コミュニ
ケーション

ビジョン
浸透

代表が把握できる範囲は限界があるため、1チームを少数にし、社長は核となるチームリーダーを通して現場を把握する

例）サグリ：1人が管理できるのは6名が限界だと考え、代表自らはキーマン数名とのコミュニケ―ションを通じて全体を把握

例）アイル：核となる社員数名に自身の姿勢やビジョンを伝えて育成、現在はその社員を軸にチームを組成・社員とやり取り

チームの少数化

代表が大事にしているものや現場を見せることで想いの統一を進める

例）ヒダクマ：理念やコンセプトに共感した応募者が多いが、地域資源である飛騨の森を見せることでその想いを統一

「現場」を見せて
想いを統一

SNSでのコミュニケーショングループなど、クイックにやり取りできる場作りにより、各人の動きを見えやすくするだけでなく、
代表の想いや考えを見えやすくする。メディア露出を通じて自身の想いを見える化する方法もある

例）タベモノガタリ：自身の考えを頻度高く発信することを意識。SNSグループに「代表の考えを発信するチャンネル」も設定

代表の「想い」を見せて
ビジョンを浸透

少数の沿い樹で各人が複数業務を兼務してフォローし合う場合でも、責任者を明確にして各人に主体的な活動を促す

例）MYパワー：各人が複数業務を兼務する一方で、各業務の主務を明確に設定
指揮命令系統の明確化
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第５章 阻害要因及び振興方策 

 

 阻害要因 

 

地域循環共生圏の実現に向けて、新しい商品・サービスの開発に取り組む事業主体は、様々な

課題に直面する。既にその一部を乗り越えた主体も存在するが、そうした主体でも、現在も事業

化に向けた複数の阻害要因に直面している。また、今後多くの地域で循環共生圏が形成される過

程でも、多くの主体が同様の阻害要因に直面する。ここでは、事業主体が直面する代表的な阻害

要因を取り纏めるとともに、阻害要因克服にあたって想定される政府による支援策について検討

する。 

 

図 30 阻害要因と支援策：全体像 

項目 大文類 小分類

(1) 
商品・
サービス

(1-1) 
業法が新サービスに未対応

(a) 禁止されている事項が多い

(b) ルール・ガイドラインが未整備

(1-2) 
事業を手掛けることに
対する障壁が高い

(a) 複数事業に跨る事業認可を得るためのハードルが高い

(b) 個人が「サービス提供者」になることのハードルが高い

(c) 資源利用のための認証条件が厳しい

(1-3) 
行政対応の負荷が大きい

(a) 個別自治体対応の負荷が大きい

(b) 省庁別対応の負荷が大きい

(2)
体制構築

(2-1) 長期的に目指す姿が明確になっていない・思惑が合致しない

(2-2) 思惑が合致しない

(2-3) 旗振り役がいない

(3) 
パートナー
・顧客
獲得

(3-1) 
知名度・認知度不足

(a) 情報発信の場が無い

(b) 新しい商品・サービスに対する認知が足りない

(3-2) 
信頼されない

(a) 新しい企業が信頼されない

(b) 新しい商品・サービスに対する不安がある

(4)
資金
調達

(4-1)  
リスクマネーを調達できない

(a) 地域のため/環境のための価値が認識されない

(b) 担保の要求に応えられない

(4-2)
調達に関する規制がある

(a) 株主に関する規制がある

(b) 調達手順に関する規制がある

(4-3) 
行政資金を活用しにくい

(a) マルチタスクの用途に使えない

(b) 補助・入札制度が既存品有利

(c) 補助金情報を取得しにくい

(d) 支払いのタイミングが遅い

(5) 
人材
獲得

(5-1) 体力が無いので専門家を抱えられない

(5-2) 人材獲得が難しい

(5-3) 共有・継承のための活動に手が回らない
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前述の項目の具体的な内容を記述する。なお、表中の「詳細」で記述している内容は、様々な取り組みを実施している事業者の見解である。 

 

表 3 阻害要因：詳細 

大分類 中分類 小分類 詳細 

(1)  

商品・サービス 

(1-1)  

業法が新サービスに 

未対応 

(a)  

禁止されている事項が多い 

タクシー事業では「相乗り」が許可されていない。※現在、規制緩和の検討が進められている。 

EV シェアサービスに対するニーズの中で最も大きいもののひとつと言われる「車の乗り捨て」は、通称「車庫法（自動車の保管場所の確保等に関する法律）」

により、車両の保管場所を使用の本拠の位置から 2 キロメートル以内に設置することが求められているため、実現のハードルが高い。 

NPO が「公共交通空白地有償運送」の認定を受けてデマンド交通を手掛けているが、①「地域公共交通会議」で“空白地”として認定された地区以外への

乗り入れができない、②“空白地”の住民または親族であり、かつ、利用者として登録した人物しか利用できない、③本事業としての活動の中ではモノを運搬し

て対価を得ることができない、などが規制がある。毎朝のドライバー点呼など、一般のタクシー事業者に求められる業務も義務づけられており、NPO が運営する

には負担が大きい。 

「移動」を伴うサービスに対して、ハードルが高い規制が設けられている。車両に対する規制や、駐車に関する規制が厳しい。 

(b)  

ルール・ガイドラインが未整備 

マルチタスクやシェアを伴うサービスでは、事故などが発生した場合の責任の所在が不明瞭になるケースがある。このリスクのために実施に踏み切れない。 

移動や購買に関するデータは世の中に存在するが、プライバシー保護を求める消費者から、データの活用についての理解を得られない。 

(1-2)  

事業を手掛けることに 

対する障壁が高い 

(a)  

複数事業に跨る事業認可を 

得るためのハードルが高い 

法律が各分野のシングルタスクを前提としている。 

バスにはバス事業、タクシーにはタクシー事業に関する法律がある。ひとつの車両をニーズにあわせて両業態で運営することができない。 

(b)  

個人が「サービス提供者」に 

なることのハードルが高い 

自家用車を商業サービスで利用することができない。 

※地域の関係者による協議を経た上で、道路運送法の登録を受け、必要な安全上の措置が講じられた「自家用有償旅客運送」の認定を受ければ自家用

車を用いることができる。また、更なる規制緩和の検討が進められている。 

NPO に属する個人が運転を担う、といった場合に、自家用車向けの保険で賄う必要がある、免許の取得・更新が発生する、といった負担が生じる。 

(c)  

資源利用のための認証条件が厳しい 

水利権の獲得や保安林制度で指定されている地域での再生可能エネルギー利用にあたっては、長期間に渡る調査や各種文書の準備などの負担が発生す

る。 

(1-3)  

行政対応の負荷が 

大きい 

(a)  

個別自治体対応の 

負荷が大きい 

計画策定段階で負荷が大きかったのは県の機関との協議。事業を横展開しようとすると、同じ負荷が都道府県ごとに発生する。 

自治体単位の個別申請が必要であることが、多くの地域に展開する際の障壁となる。 

地域によって条例が異なり、都度勉強する手間がかかる。また、会社を各地で立ち上げるも、各種手続きが発生しその分リソースが必要となる。 

(b)  

省庁別対応の負荷が大きい 
中山間地域では、どの省庁・分野のテーマも同じ人・組織が対応する。そうした人・組織が各省庁から同じような手続きを求められる。負荷が大きい。 

(2)  

体制構築 

(2-1)  

旗振り役がいない 
地元のステークホルダーとの合意形成を求められるが、自治体で旗振りする人がいないことも、その進捗を滞らせる理由のひとつ。 

(2-2)  

長期的に目指すことが明確になっていない 
交通事業で黒字化するのか他事業で黒字化すれば良いのか、事業が赤字でもサービス水準が向上すれば良いのか、不明瞭なので打ち手が決まらない。 

(2-3)  

思惑・利害が合致しない 
マルチタスクやオンデマンドを進める際の事業者の理解が不足する。関係者の巻き込みや合意形成に大きな負荷がかかる。 
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大分類 中分類 小分類 詳細 

(3)  

パートナー 

顧客獲得 

(3-1)  

認知度 

・知名度不足 

(a)  

情報発信の場が無い 

限られた予算制約の中で効果的な広報活動を行う資金もノウハウも無い。 

地域の主体は情報発信の場を欠くことが多い。良い技術を持っていても、他者に知られる機会が少ないのでパートナーを得られず事業化に繋がりにくかったり、

事業機会を逸していたりする。 

(b)  

新しい商品・サービスに対する 

認知が足りない 

アプリを利用するほうが業務効率は高いが、困っている地域には高齢者が多く、高齢者はスマートフォンアプリを使いこなせない。 

(3-2)  

信頼されない 

(a)  

新しい企業が信頼されない 
利便性の高い公営施設・倉庫等を利用したいが、「買参権を持っていない」「卸売業者との取引実績が無い」などの理由で利用の認可が下りない。 

(b)  

新しい商品・サービスに対する 

認知が足りない 

モビリティシェアサービスで、EV とガソリン車の両方が選択肢にある際、一般消費者は EV の航続距離や故障時対応方法を知らないために利用に不安を持

ち、ガソリン車を選ぶことが多い。 

(4)  

資金調達 

(4-1)   

リスクマネーを 

調達できない 

(a)  

地域のため/環境のための 

価値が十分に浸透していない 

アプリケーションを 1 件開発するのにも数千万円から数億円のコストが掛かる。横展開が見えていないアプリケーションに対しては開発投資を行いにくい。 

地域のための事業であっても、それが資金調達の際に評価されにくい。まだ金融機関に認識が浸透していない。 

(b)  

担保の要求に応えられない 
同社の場合は銀行ビジネスコンテストがきっかけとなって、同行からの融資獲得に成功したが、一般的には担保が無い状態で借入を行うことは困難である。 

(4-2)  

調達に関する 

規制がある 

(a)  

株主に関する規制がある 
「農業従事者が議決権の 51%を持つ必要がある」等の農地法の規制が制約になる。 

(b)  

調達手順に関する規制がある 
住民から出資を集めようとしても、各種手続きの負担が大きい。 

(4-3)  

行政資金を 

活用しにくい 

(a)  

マルチタスクの用途に使えない 

自治体に財源があっても用途が限られて使えない場合がある。例えば医療用の財源は医療施設にしか使えず、車両向けに活用できない。 

各種補助金や自治体資金の用途制約により、ニーズに答えることが難しい。 

(b)  

補助・入札制度が既存品有利 

入札で「実績」が求められるが、立ち上げ直後の商品・サービスには実績が無いので導入が進まない。公的機関の入札の際に使用する「仕様書雛形」が存在

しているので、担当者は簡単に変更できない。 

役所は公平性を保つために全国的にコンペを行い、その結果他地域企業が採用されたりする。運送も無駄になるうえ、地域にお金が落ちない。 

(c)  

補助金情報を取得しにくい 

ポテンシャルユーザーである自治体が、こういうことがしたい時に、こんな国の補助金が使えるといったことを十分理解しきれていない。 

補助金を欲しいと思ってかなり探さないと見つからない。見つかったとしても募集期間が短いと、活用できない。 

(d) 支払いのタイミングが遅い ベンチャー企業には、立て替えできるだけの資金力がない。補助金を立て替えるための資金調達が必要になってしまう。 
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大分類 中分類 小分類 詳細 

(5)  

人材獲得 

(5-1)   

体力が無いので専門家を抱えられない 

様々な規制・制度の変化が激しいが、自治体が自前で専門家を保有できる訳ではないので、変化の影響を解釈できず、事業化の際の障壁となる。 

色々なアドバイザー制度があるが、誰に選定するかは難しい。専門ではあっても、地域のボランティア的な取り組みに対して合わせられるかは分からない。アドバ

イザーをリストにプールする余裕はない。 

(5-2)  

人材獲得が難しい 

地域で定めた計画や事業を実現してゆくには、「専門性を持つ人材」が「専従」することが望ましいが、適任者が見つからない。 

地方には法人向けのサービス基盤がぜい弱。自治体も同様。登記や約款変更等も役場に行って時間を掛けるしかない。地方にいると不利を感じる。 

(5-3)  

共有・継承のための活動に手が回らない 

各地域のノウハウがそれぞれの地域内では蓄積されているものの、目に見える形で共有されていない。予算が十分でないので、目に見える形にするための活動

を実施できない。 

地域で中心となってきている人が高齢化。10 年たてば 10 歳年をとっている。今までの取組を次世代に繋げることが課題だと感じている。しかし、地域の主体

はリソース不足に悩むものが多く、ノウハウを文章にして見える化したり、マニュアル化したりする余裕を欠くことが多い。 
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 振興方策 

 

阻害要因の克服に貢献し、地域循環共生型社会を構築するためのビジネスの振興に貢献する方

策の案を以下に列挙する。 

 

 

図 31 振興方策案 

 

それぞれの具体的な内容を以下に記述する。 

  

項目 大文類 小分類

(1) 
商品・
サービス

(1-1) 
業法が新サービスに未対応

(a) 禁止されている事項が多い

(b) ルール・ガイドラインが未整備

(1-2) 
事業を手掛けることに
対する障壁が高い

(a) 複数事業に跨る事業認可を得るためのハードルが高い

(b) 個人が「サービス提供者」になることのハードルが高い

(c) 資源利用のための認証条件が厳しい

(1-3) 
行政対応の負荷が大きい

(a) 個別自治体対応の負荷が大きい

(b) 省庁別対応の負荷が大きい

(2)
体制構築

(2-1) 長期的に目指す姿が明確になっていない・思惑が合致しない

(2-2) 思惑が合致しない

(2-3) 旗振り役がいない

(3) 
パートナー
・顧客
獲得

(3-1) 
知名度・認知度不足

(a) 情報発信の場が無い

(b) 新しい商品・サービスに対する認知が足りない

(3-2) 
信頼されない

(a) 新しい企業が信頼されない

(b) 新しい商品・サービスに対する不安がある

(4)
資金
調達

(4-1)  
リスクマネーを調達できない

(a) 地域のため/環境のための価値が認識されない

(b) 担保の要求に応えられない

(4-2)
調達に関する規制がある

(a) 株主に関する規制がある

(b) 調達手順に関する規制がある

(4-3) 
行政資金を活用しにくい

(a) マルチタスクの用途に使えない

(b) 補助・入札制度が既存品有利

(c) 補助金情報を取得しにくい

(d) 支払いのタイミングが遅い

(5) 
人材
獲得

(5-1) 体力が無いので専門家を抱えられない

(5-2) 人材獲得が難しい

(5-3) 共有・継承のための活動に手が回らない

大項目 小項目

(1) 
規制・制度
改革

(1-1) 規制緩和

(1-2) 認可取得の条件緩和と運営支援体制構築

(1-3) 自治体個別対応の要件緩和・プロセスDX

(1-4) 財源用途に関する条件緩和

(2) 
ルール・ガイドライン整備

(2-1) ルール整備を速やかに行うための体制整備

(2-2) 個人情報/本人確認等に関するルール整備

(3)
情報共有の仕組構築

(3-1) 地域循環共生圏を実現するための情報提供

(3-2) プラットフォーム構築と情報蓄積・共有

(4) 
啓蒙活動

(4-1) 地域循環の価値啓蒙・お墨付き

(4-2) 環境配慮型金融・CSVの啓蒙

(4-3) リテラシー教育

(5) 
政府による
需要創出

(5-1) 買い支え

(5-2) 需要家・地域パートナー向け補助金交付

(5-3) 情報発信支援・マッチング・アウォード開催

(5-4) 診断・評価制度の構築

(6)
リスクマネー供給

(6-1) 開発・投資補助金交付

(6-2) 利子補給・信用保証

(7) 
政府調達・補助金にお
ける配慮

(7-1) 地域・環境貢献を加点する調達制度確立

(7-2) 新しい商品・サービスを想定した支給対象設定

(7-3) 事前協議＆情報一覧

(7-4) 支払いタイミング配慮

(8) 
組織活動
支援

(8-1) 専門人材派遣

(8-2) 人材マッチング/紹介

(8-3) 相談窓口運営

(8-4) 地域運営組織・人材向け補助金交付

(8-5) 先進的な取り組みの形式知化と共有

(8-6) 若年層向け気づきの場の創出

阻害要因 支援策
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(1) 規制・制度改革 

 

(1-1) 規制緩和 

地域循環共生型社会を構築するためのビジネスを実現する際に阻害要因となる各種の業法（前

述）について、規制の緩和を行う。前述のとおり、現状では阻害要因となっている規制も、緩和

が検討されているが、ユーザー・事業者のニーズにあわせた一層の改革が求められる。 

 

(1-2) 認可取得の条件緩和と運営支援体制構築 

地域の住民や団体、中小零細企業が、小さな負担で速やかに各種事業を開始できるように、各

種許認可の取得条件の緩和が期待される。ただし、こうした許認可はエンドユーザーの安全性確

保などのために定められていることが多い。また、万一、事故などが生じた場合の対応・補償体

制を備えることは、地域の小さな事業主体にとってはハードルが高い。そこで、従来の企業が提

供するものに準じる水準の安全性や対応体制を、規模の小さい事業主体も実現できるよう、公的

機関が率先して保険や IoT 技術等を用いたサポート体制を充実させることが求められる。 

 

(1-3) 自治体個別対応の要件緩和・プロセス DX 

前述のとおり、ある地域で作りこんだサービスを全国展開しようとしても、規制により個々の

自治体との協議を求められることがある。その全てに対応するのは新興企業・中小企業にとって

大きな負荷となる。こうした負担を軽減するため、システム・機器等の安全性証明など、全国共

通で扱えるものについては、全国統一窓口での協議で対応可能にすることなどが求められる。 

また、こうした手続きにあたって、民間企業の負担を軽減するために、手続きのデジタル化を

進めることが求められる。特に、定期的な書類提出などを伴うものについては、個別自治体対応

の負担は大きいことから、特にデジタル・トランスフォーメーションが求めらる。 

更に、地域循環共生圏の実現のためのソリューションについて、その特徴や意義・価値に関す

る情報を、国が積極的に自治体や地域の各種機関に提供・共有・啓蒙することで、事業者が各地

域で事業を開始する際の議論を円滑にすることができる。 

 

(1-4) 財源用途に関する条件緩和 

地域循環共生圏では、ひとつの設備や施設が多様な役割に用いられることが、ビジネス成立の

成功のカギのひとつとなる。しかし、補助金の中には、用途が限定されているものも多数存在し、

そうした資金を地域循環共生圏実現のための商品・サービスに利用できないケースがある。多く

の補助金が、地域の事業者が様々な用途で利用することを許容するものになることが期待される。 
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(2) ルール・ガイドライン整備 

 

(2-1) ルール整備を速やかに行うための体制整備 

IoT 技術などを利用し、シェアリングやピア・ツー・ピア取引（消費者同士での売買）など、従

来になかったモノやサービスの所有・利用を可能にするサービスが生まれつつある。従来型のサ

ービスを想定したルールでは対応できない事象が、多々登場することが想定される。そうしたこ

とに対応するために、事業者のニーズを広く受け付け、現行ルールや課題、求められる要件を速

やかに把握、様々な省庁と連携して新しいルールを速やかに策定することができる体制の整備が

求められる。 

 

(2-2) 個人情報/本人認証等の扱いに関するルール整備 

地域を支える事業が効率的に運営されるために、プライバシーは保護しつつ、関係者間で適切

に情報を共有する仕組みが求められる。また、アプリケーションを通したサービス提供を開始す

る際には、本人認証が求められるものも多い。既に国レベルでの検討が進められているが、個人

情報を扱う際のガイドラインや、本人認証をより円滑に進めるための情報基盤が早急に整備され

ることが求められる。 

 

 

(３) 情報を把握・共有する仕組みの構築 

 

(3-1) 地域循環共生圏を実現するための情報の定義 

地域の様々な関係者が、地域課題を把握し、施策を立案するにあたって、そもそもどういった

状態を目指すのかを規定する必要がある。そこで、地域循環共生圏の実現を判断する指標（KGI：

Key Goal Indicator）と、その実現過程を管理するための指標（KPI：Key Performance Indicator）を

明確にする必要がある。スマートシティや MaaS 分野で様々な実証が既に動き始めているが、地

域循環共生実現や CO2 排出削減なども実現するものにするため、実証や事業の KGI/KPI に反映さ

せることが望ましい。こうすることで、関係者が議論できる状態になるほか、(3-1)で述べたよう

に、入札時の評価点として扱うことも実施できるようになる。 

 

(3-2) プラットフォーム構築と情報蓄積・共有 

上記の KGI/KPI を計測するためにも、地域課題解決のための様々な事業を円滑・効率的に運営

するためにも、関係各社が協力してデータを取得、共有する仕組みが求められる。前述のガイド

ラインに基づき、プライバシー保護は担保しつつ、情報を蓄積するデータベース・システムの構

築が求められる。更に、こうした基盤を利用して、地域の様々な取り組みやデータを共有し、何

が成功の要因であったのか、何が失敗の要因であったのかを把握、それを次の施策に活用してゆ

く姿勢が求められる。その実現にあたっては、地域循環共生圏の形成にはどんなデータが必要か、
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どういった取得/共有方法が最適か、だれが運営するか、といった点を精査してゆく必要がある。 

 

 

図 32 プラットフォームイメージ 

 

 

(4) 啓蒙活動 

 

(4-1) 地域循環の価値啓蒙 

地域循環共生圏の構築に貢献する商品・サービスの価値や効果について、認識が世の中に広ま

ると、各地域で導入されやすくなるうえ、企業がより多様な商品・サービスを提供するようにな

る。 

そこで政府が、地域循環共生圏や、それを構築するための商品・サービスがもたらす効果を積

極的に情報発信・啓蒙することで、事業者の営業活動を支援することが期待される。 

また、政府が、地域循環共生圏の実現を目指していることをアナウンスする、また、各地域に

それを求めることでこの市場が有望であることを示すことにより、事業者の投資意思決定や、金

融機関による出資・融資判断を円滑にすることができる。また、より具体的に、何らかの基準を

設けて、それを達成している地域や企業を認定・認証することも、これら事業主体の活動を後押

しする。 

 

(4-2) 環境配慮型金融・CSV の啓蒙 

SDGｓという考え方に対する認知度は高まっていると考えられるが、多くの主体が「自分ごと」

として捉え、できることを実践できている段階には至っていない。今回の分析でも、「地域の住民

や企業が持つ金融資産が、特に深く検討されることなく都市部の株式・債権を購入することに充

てられていないか」「CSV という考え方は登場しているが、実際には CSR のレベルに止まる企業

が多いのではないか」という指摘があった。こうした点についての認知度が高まり、各地の住民

や企業が地域のための活動に資金やリソースを投入するようになることで、地域循環共生圏の形

成は促進されると考えられる。そのための啓蒙活動が求められる。 
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(4-3) リテラシー教育 

近年登場するサービスには、スマートフォンを用いて操作するものも多い。しかし、地方部の

高齢者を中心に、スマートフォンを利用できない人達が多数存在する。インターネットについて

も同様である。地域にあわせたツール・インターフェースを選択することを大前提としつつ、ス

マートフォンやインターネットを利用したほうが効率的だと判断されるものについては、地方の

高齢者を含む利用者がそれに慣れるための支援を行うことが求められる。大手企業はもちろん、

新興企業にはそうした業務を負担することのハードルは高い。そこで、政府がこうした活動を実

施することが期待される。 

 

 

(5) 政府による需要創出 

 

(5-1) 買い支え 

新しい事業を企画した主体が投資や人材確保を行う際、事業立ち上げの初期段階で、一定規模

の売上の見通しが立っていることが大きな役割を果たす。また、リスクマネーの調達についても

同様である。そこで、地域循環共生圏の実現に資する商品・サービスについては、公的機関が一

定量・期間に渡って購入することで、事業立ち上げを支援することができると考えられる。 

 

(5-2) 需要創出補助金交付 

地域循環共生圏実現のための商品・サービスを提供する事業主体に補助金を支給するのではな

く、購入する側に補助金を提供することも、事業主体の新規事業立ち上げ支援に貢献すると考え

られる。 

 

(5-3) 情報発信支援・マッチング・アウォード開催 

地域の主体は情報発信の場を欠くことが多い。良い技術を持っていても、他者に知られる機会

が少ないために、機会を逸していたりする。そこで、政府が能動的にメディアに働きかけて採り

上げられる場を生み出したり、商品・サービスを展示する場を設けて多くの主体が目にする・多

くの主体と繋がる機会を創り出す、といった支援策が求められる。 

具体的には、各種媒体を通した企業の商品・サービスの情報発信、情報プラットフォームの開

催・設立、マッチングのための各種フォーラムや、マッチングおよび資金獲得機会を提供するビ

ジネスモデルコンテストの開催、などが考えられる。 

 

(5-4) 評価・診断制度の構築 

例えば省エネや再エネなど、具体的に何に取り組んだらよいかを判断できない地域は多い。悪

いケースでは、専門性を欠く地域の主体が低品質の商品やサービスを売り込まれることもある。

そこで、第三者の立場で客観的な評価を行える政府機関が、本当に必要な取り組みは何かを評価

したり、商品・サービスの効果を検証することで、各地域の主体が、今後本当に実施・導入すべ
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きものは何かを議論・決定できるようになる。 

 

 

(6) リスクマネー供給 

 

(6-1) 開発・投資補助金交付 

地域循環共生圏を実現するためには、従来は事業として成り立たなかった商品・サービスを、

新しい技術や運営上の工夫などにより効率化・最適化して、ビジネスとして成り立たせる必要が

ある。こうした新しい取り組みを行おうとする事業主体は、リスクマネー調達に苦心することが

多い。そこで、公的機関による補助金投入によるリスクマネー供給が期待される。 

 

(6-2) 利子補給・信用保証 

各地域の事業主体が、金融機関を通してリスクマネーを調達しやすくなるよう、公的機関が金

融機関に対して利子補給や信用保証を行うことも期待される。 

 

 

(7) 政府調達・補助金における配慮 

 

(7-1) 地域への貢献を加点する調達条件制度確立 

公的機関による商品・サービスの調達にあたっては、実績が評価点の一つになることが多い。

これ自体は避難されるべきものではないが、地域の資源が活用され、地域の資金や人材の循環・

還元に貢献するものについては、その価値も評価点の一つとすることで、地域循環共生型社会の

構築に向けた商品・サービスの普及を後押しすることができる。 

 

(7-2) 新しい商品・サービスを想定した支給対象設定 

補助金の中には、支給対象が固定されているものがある。地域循環共生圏の実現に向けて、様々

な新しい商品・サービスが生まれているが、一部の補助金がこうした用途に利用できないケース

がある。補助金の設計の際に、こうした新しい商品・サービスを速やかに反映させる、そのため

の体制を整えることが求められる。また、(1-4)で述べたように、用途の条件を幅広いものにして

おくことも一つの解決策となりえる。 

 

(7-3) 事前協議＆情報一覧 

補助金の情報を知った時には、締め切りが迫っており、準備期間が足りないために、応募でき

ないというケースが散見される。また、応募しようとしても条件の一部を満たせずに応募できな

いという企業も多数存在する。ポテンシャルのある地域資源を商品・サービスに転換することを

促すために、より多くの主体に機会を提供することが求められるが、そのために、補助金情報を
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わかりやすく一覧、情報を早期に取得できる環境を構築することが求められる。また、補助金を

設計する際に、民間企業により多くのヒアリング等を行い、企業にとって使いやすいものにする

ことが求められる。 

 

(7-4) 支払いタイミング配慮 

補助金を獲得できた企業も、実際に受け取るのが、投資に伴う資金拠出の後であるケースが多

い。地方の中小企業やスタートアップ企業にとって、この期間中の資金繰りが問題になる。こう

した点に配慮した補助金支払いの工夫に対する期待が大きい。 

 

 

(8) 組織活動補助 

 

(8-1) 専門人材派遣 

前述のとおり、地域循環共生圏の実現に向けた取り組みを実施・前進している企業では、「地域

マネージャー」など核になる人員が存在し、関係者を巻き込んで事業化を実現している。しかし、

こうした人材には高いスキル・知見が求められ、その雇用を維持するには一定水準の給与を支払

う必要がある。公的機関が給与を補助して人材を派遣する仕組みを構築することで、専門家人材

を雇用する余裕がない地域や企業を支援する、という支援策が考えられる。 

 

(8-2) 人材マッチング/紹介 

上記のような専門人材を雇用する余裕がある地域・企業であっても、地方でそうした人材を発

見することに苦労しているケースも多い。そこで、政府がこうした地域・企業と人材をマッチン

グする仕組みを構築する、という支援策が考えられる。 

 

(8-3) 相談窓口運営 

地域の主体が上記のような人材を直接雇用しなくても、いつでも・気軽に専門知見を得ること

ができるよう、専門家による相談窓口を設けるといった支援策も考えられる。 

 

(8-4) 地域運営組織・人材向け補助金交付 

上記のような、専門家人材を中心とした人件費を補助するだけでなく、地域運営組織が資産取

得や保険加入、広告活動実施、等の直接費を補助するという支援策が考えられる。また、そうし

た組織が雇用する人件費を補助するという方法もある。 

 

(8-5) 先進的な取り組みの形式知化と共有 

地域で想いを持って先進的な取り組みを実践してきた人材は多い。まだ取り組みを開始してい

なくても、想いを持った人材は地域で増えている。しかし、先駆者のノウハウは形式知化されて

いないケースが多いと言われる。なぜなら、地域の主体はリソース不足に悩むものが多く、ノウ
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ハウを文章にして見える化したり、マニュアル化したりする余裕を欠くことが多いからである。

そこで、政府が資金や人材面での支援を行い、先駆者が蓄積したノウハウを形式知化し、それを

地域で取り組みを行っている人・主体同士で共有したり、これから新しく取り組みを開始したい

と考えている「地域で想いを持つ人」に提供するような仕組みが求められる。 

 

(8-6) 若年層向け気づきの場の創出 

先進的な取り組みを実践してきた地域の主体が直面するのは、後継者問題である。多くの若者

が地域で働き生活することの価値、地域に根差したビジネスモデルの有望度などに気付く機会を

生み出すことが求められる。そこで、学生や若者向けに、地域課題の解決に取り組む地方企業を

対象にした「インターン」、「大学の講座やワークショップ」などの開催・運営を政府が補助する

といった支援策が考えられる。 
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第６章 成果の発信・発表 

 

本業務の成果が、企業や NPO、政府・自治体などに有効に活用されるよう、各種の発信・発表

を実施した。具体的には以下 3 点の活動を実施した。 

 

 報告書及び報告書の要約版の作成 

 

本業務の仕様に則り、分析の結果を本報告書及び報告書要約版を作成した。 

 

⚫ 報告書：Microsoft Word 版 

⚫ 報告書要約版：Microsoft Power Point 版 

 

 

図 33 報告書要約版イメージ 

  

ローカルSDGｓ（地域循環共生圏）ビジネスの
先進的事例とその進め方

令和2年度環境ビジネスの振興方策検討等委託業務 報告書（要旨）

令和3年3月31日
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 「環境経済情報ポータルサイト」の改修 

 

「環境ビジネスの先進事例集」という Web サイトを作成し、本業務の成果物を公開した。業務

効率化のために、昨年度の枠組みを活用しつつ、本年度に分析した企業のコンテンツを作成した。 

 

  

 図 34 Web サイト｢環境ビジネスの先進事例集｣ 

http://www.env.go.jp/policy/keizai_portal/B_industry/index.html 
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 シンポジウム・セミナーの開催 

 

本業務で作成した成果や企業・団体とのネットワークを活用して開催するオンラインシンポジ

ウムを 2 回、オンラインセミナーを 4 回開催した。これらの情報発信を通して、本業務の成果に

対する認知・理解が広がり、環境ビジネスに興味を持つ企業、そこで成功する企業が増えること

が期待される。 

 

⚫ 第 1 回オンラインシンポジウム 

 

図 35 第 1 回オンラインシンポジウム概要 
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⚫ 第 2 回オンラインシンポジウム 

 

 

図 36  第 2 回オンラインシンポジウム概要 
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⚫ 第 1 回オンラインセミナー 

 

 

図 37 第 1 回オンラインセミナー概要 

 

 

⚫ 第 2 回オンラインセミナー 

 

 

図 38 第 2 回オンラインセミナー概要 
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⚫ 第 3 回オンラインセミナー 

 

 

図 39 第 3 回オンラインセミナー概要 

 

 

⚫ 第 4 回オンラインセミナー 

 

 

図 40 第 4 回オンラインセミナー概要 
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第７章 参考資料 

 

 地域循環共生圏の形成に資すると考えられる「企業や各種団体などのネットワーク」について

参考資料を紹介する。 

 

 分析対象企業参考資料 

 

分析対象企業の参考資料を紹介する。なお、番号は、前述の事例紹介編と同じ。 
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3 株式会社三河の山里コミュニティパワー 出所）同法人資料より抜粋 
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4. 株式会社 アイル 出所）同法人資料より抜粋 
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5. 株式会社 うなぎの寝床 出所）同法人資料より抜粋 
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6. 株式会社 四万十ドラマ 出所）同法人資料より抜粋 
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7. 株式会社 タナックス 出所）同法人資料より抜粋 
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11. 株式会社 ファーマーズ・フォレスト 出所）同法人資料より抜粋 
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12. 株式会社 ファーメンステーション 出所）同法人資料より抜粋 
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14. manordaいわて 株式会社 出所）同法人資料より抜粋  
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15. 株式会社 モス山形 出所）同法人資料より抜粋 
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16. 株式会社 WATALIS 出所）同法人資料より抜粋 
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17. JA紀州 出所）同法人資料より抜粋 
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18. 株式会社 エムダブルエス日高／㈳ソーシャルアクション機構 出所）同法人資料より抜粋 
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20. サグリ 株式会社 出所）同法人資料より抜粋 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  

149 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



  

150 

 

21. トゥルーバアグリ 株式会社 出所）同法人資料より抜粋 
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 委員参考資料（五十音順） 

特定非営利活動法人 ETIC  出所）同法人資料より抜粋 
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JA 全中（一般社団法人 全国農業協同組合中央会）  出所）同法人資料より抜粋 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  

156 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  

157 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  

158 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  

159 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  

160 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  

161 

 

トラストコンサルティング株式会社  出所）同法人資料より抜粋 
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株式会社ボーダレス・ジャパン  出所）同法人資料より抜粋 
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三井住友トラスト・ホールディングス株式会社 出所）同法人資料より抜粋 
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リサイクル適性の表示：印刷用の紙にリサイクルできます 

この印刷物は、グリーン購入法に基づく基本方針における「印刷」に係る判断の基準に 

したがい、印刷用の紙へのリサイクルに適した材料［Ａランク］のみを用いて作製して 

います。 
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